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動を担当する部署は平和活動局（Department of Peace Operations: DPO）であり、






書』（通称「HIPPO 報告」）においても PKO ではなく「平和活動」が使われてい
る。また、現在の国連が主導する取り組みは、DPO が主管する PKO と政治・平




3 United Nations (2008), UN Peacekeeping Operations Principles and Guidelines, UN document, 18 
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Operations: PSO）がある。PSOという用語自体は、北大西洋条約機構（North Atlantic 
Treaty Organization: NATO）が 1999 年 4 月に策定した「戦略的概念（Strategic 
Concept）」が示す2つの軍事活動「集団防衛（Collective Defence Operations: CDO）」
と「危機管理（Crisis Response Operations: CRO）」のうち、危機管理に含まれる概
念として扱われている6。NATO の PSO は国連や欧州安全保障機構（Organization 
for Security and Co-operation in Europe）」などがおこなう活動を支援するものとし
て位置づけられている。それに対して AU は、「AU 平和安全保障理事会の設置
に関する議定書（Protocol Relating to the Establishment of the Peace and Security 
Council of the African Union）」（以下、AU PSO 議定書）のなかに示されている「平
和支援ミッション（Peace Support Mission）」という概念がある。AU ハンドブッ
クでは、この平和支援ミッションが定義されている AU PSC 議定書の第 7 条 1
項（c）および（d）によるものが PSO であるとしているところから、この 2 つ
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6 NATO (1999), The Alliance’s Strategic Concept, NATO Press Release NAC-S(99)65, 23rd April 
1999, para. 12, 28 and 29. 
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7 AU African Union Commission (2020), African Union Handbook 2020, Silencing the Guns: 
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Zealand Ministry of Foreign Affairs and Trade/Manatū Aorere, p. 87. 
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ICC)脱退の動きの国際秩序論の視点からの検討」『国際関係論叢』、第 6 巻第 2 号、平成 29
















ワルシャワ条約機構（Warsaw Treaty Organization: WTO）といった多国間軍事同
盟が、イデオロギー対立による分断をより深く広範囲なものにしていた9。 
本稿で取り扱う主な地域機構は冷戦後に設立された AU とその準地域機構で
ある西アフリカ諸国経済共同体（Economic Community of West African States: 
ECOWAS）であるが、冷戦構造が崩壊したのちの国際政治にアフリカ諸国家は
どう適応してきたのであろうか。冷戦の最中であった 1963 年に AU の前身であ







設立間もない OAU から見て取れる。OAU が国連との協力により域内の紛争を














リカには多くの地域経済共同体（Reginal Economic Communities: RECs）や地域統
合共同体（regional integration communities: RICs）といった地域的メカニズム
（Regional Mechanisms: RMs）が存在する。準地域機構についてはアフリカで広
く認識されているものとする。それらは、東アフリカ地域の政府間開発機構
（ Inter-Governmental Authority on Development: IGAD）、西アフリカ地域の
ECOWAS、南アフリカ地域の南部アフリカ開発共同体（ Southern African 
Development Community: SADC）、中央アフリカ地域の中部アフリカ諸国経済共
同体（Economic Community of Central African States: ECCAS）、北アフリカ地域の























11 古賀慶（2017）、「「安全保障化」のツールとしての地域機構：ASEAN と ECOWAS
の比較検証」『国際政治』、第 189 号、日本国際政治学会、2017 年 10 月、163 頁。 













例は、AU の PSO が国連へ時系列で連続して引き継がれたトランスファー型と
いえる。スーダン・ダルフールでは、AU PSO から AU と国連が合同で行うハイ
ブリッド・ミッションへと移行したジョイント型である。パラレル型の典型例
は、ソマリアで行われているような AU の PSO と、AU を支援する国連の活動
が並行して行われるケースである。マリのケースは、ECOWAS 主体の PSO が国






る。ブルンジの事例では、AMIB と ONUB が時系列に引き継がれているあいだ














が 48〜72 時間以内に展開する即応部隊を駐屯させたものが代表的な例といえる。 
14 Gleason-Roberts, M., and Kugel, A. (2014), “Changing dimensions of international peacekeeping 
in Africa”, in Tardy, T. and Wyss, M. eds., Peacekeeping in Africa: The Evolving Security 


















ングは上の 2 つとは違った性質といえる。1990 年に ECOWAS によるリベリア
での活動では ECOWAS 停戦監視団（ECOWAS Ceasefire Monitoring Group: 
ECOMOG）が軍事活動を行う一方で、国連は小規模監視団を派遣し停戦合意の
監視を行っているので、この分類上は運用上の協力といえる。その一方で、2003
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ぼ同時期の 89 年 12 月に勃発したリベリアの内戦では 15 万人以上が犠牲となり
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国連 PKO は（2020 年 3 月現在）13 ミッション中 7 ミッション21がアフリカで
展開され、DPPA による政治ミッションに関しては 25 中 11 ミッションが継続中
である22。国連平和活動のほとんどがアフリカに集中しているといえるだろう。
そのうち南スーダンに展開されている国連南スーダン共和国ミッション（United 
Nations Mission in South Sudan: UNMISS）の規模は最大で、承認された PKO 総予
算 65 億ドル（2020 年 3 月）のうち約 17％に相当する 11 億ドルに上る23。アフ
リカでの 7 ミッションの 2020 年度予算の合計は約 50 億ドルであることから
PKO 予算全体のおよそ 74％を占めることになる（図 1）。国連がアフリカに費や
す資源は膨大であり、2000 年代初頭より国連 PKO 予算が増加傾向にあり、2014






『国際問題』、616 号、日本国際問題研究所、25 頁。 
21 7 ミッション：MINURSO, MINUSCA, MINSMA, MONUSCO, UNAMID, UNISFA, 
UNMISS 
22 https://peacekeeping.un.org/sites/default/files/pk_factsheet_3_20_english.pdf および https://dpp
a.un.org/en （アクセス日：2020 年 5 月 18 日） 
23 https://peacekeeping.un.org/sites/default/files/pk_factsheet_3_20_english.pdf （アクセス日：


















2005 年 1 月の包括的和平合意（Comprehensive Peace Agreement: CPA）の締結を
受けて、同年 3 月に国連スーダン・ミッション（United Nations Mission in the Sudan: 





拡大し、2003 年 2 月には 40 万人が犠牲となったといわれている。AU は、2004






れる姿勢を示したことから AU は部隊派遣に踏み切った。同年 8 月に AU 体制
化として初となるアフリカ連合スーダン派遣団（the African Union Mission in the 
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Sudan: AMIS）がダルフールに派遣された。AU は AMIS 以前に南アフリカ、エ
チオピア、モザンビークの合同部隊をブルンジに派遣しているが、それは AU 平
和安全保障理事会（AU Peace and Security Council: AU PSC）が 2004 年 4 月に設
立されるより以前のことであり、策定作業のほとんどを OAU が行っている。AU
首脳会議及び AU PSC をはじめとする安全保障メカニズムを通して検討され、




なかった26。そういった AMIS の不足を補う形で、2007 年 7 月、国連決議 1769
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2007  
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28 Ayittey, George B.N. (2016), Disband the African Union, Foreign Policy, 10 July 2016,  
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Darfur, Somalia, and Mali, for instance –" quoted. 
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第 1 部 平和活動の分業はいかにしてはじまったか 
















































































ねてきた国連 PKO の成り立ちや、PKO の概念の変化について明らかにする。は





第 1 節 国連 PKO の成り立ち 















視の目的で派遣された国連休戦監視機構（United Nations Truce Supervision 
Organization: UNTSO）、1949 年に設立された国連インド・パキスタン軍事監視団
（United Nations Military Observer Group in India and Pakistan: UNMOGIP）がそれ
らに該当する。この 3 つの監視団派遣は国連 PKO の主要概念の形成に多大な貢
献をしたといわれているが、停戦監視によって和平プロセスを安全に行うため
のスペースを確保するといった伝統的な活動として PKO の原型となったのは第




退と停戦が命じられた。同年 11 月 5 日、国連は総会決議 1000 により UNEF I を
シナイ半島に設置することを承認した。第 2 代国連事務総長であるスウェーデ
ン出身のダグ・ハマーショルド（Dag Hammarskjöld）と、当時カナダ外相であっ




第 2 節 国連 PKO に関する重要文書 
国連常任理事国である米国とソビエト連邦との間で先鋭化したイデオロギー
対立により国連安保理の機能は麻痺し、国連憲章に謳われた安全保障体制の具
体的な実践は困難な状況となった。そのような事態のなかで UNEF I を派遣した
国連は、紛争の仲介役としての新たな役割を国際社会に示したかのようにみえ












32  Bellamy, Alex J. and Williams, Paul D. (2010), Understanding Peacekeeping, 2nd edition, 
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34 篠田英朗（2013）、『平和構築入門：その思想と方法を問い直す』、ちくま新書、2013






















判の的となることも少なくなかった。例えば、1992 年に 35 万人の犠牲者を出し
たソマリア紛争に対して、国連安保理は決議 751 を採択し兵員 3500 名からなる
第一次国連ソマリア活動（United Nations Operation in Somalia: UNOSOM I）を設
立した。その主要な任務は人道支援活動の安全確保であったが、3500 名という
規模では支援物資の強奪を目的として攻撃を繰り返す民兵から人道支援活動を
保護することはできなかった。そこで国連安保理は決議 749 を採択し、UNOSOM 
I よりも強制的側面が強い、米軍を主力とした 3 万 8000 名の多国籍軍である合













た問題が起きたり、現地軍閥の重要人物を拘束するために UNOSOM II に属さな
い米軍の別部隊が派遣されたりするなど、UMOSOM II は活動全体を統括してい
る状態ではなかった。10 月 3 日に首都モモガディシュで起きた市街戦は凄惨を
極め、米軍とソマリア民兵双方に多大な犠牲者を出した。その結果、米国が撤退
を決め、ヨーロッパ諸国もそれに続いたため継続が困難となり、1994 年 2 月の
安保理決議 897 により正式に UNOSOM II の活動の終了が決定した。最後の部隊
が撤退したのが 1995 年 3 月であったが、ソマリアの状況は国連介入以前より悪
化したと指摘されている35。 
ルワンダでは、1993 年 8 月に北部で国境を接するウガンダに拠点を置くツチ
族系反政府軍のルワンダ愛国戦線（Rwanda Patriotic Front: RPF）とフツ族系のジ
ュベナール・ハビャリマナ（Juvenile Habyarimana）政権の間で和平合意が締結さ
れたことを受け、同年 10 月 5 日に安保理決議 872 が採択され、国連ルワンダ支
援団（United Nations Assistance Mission in Rwanda: UNAMIR）が設立された。そ
の主な任務は、治安維持と合意遵守の監視、難民帰還支援、暫定政府支援といっ


















35 Bellamy, A. J. and Williams, P. D. (2010), Understanding Peacekeeping, Polity Press, 
Cambridge, UK, pp. 223-226. 
36 United Nations (1999a), Report of the Independent Inquiry into the Actions of the United Nations 
during the 1994 Genocide in Rwanda, S/1999/1257, UN document, 16 December 1999.（ルワンダ



















し、やっと届くと電池がなく使用できないといったこともあった。1994 年 4 月
7 日に 10 名のベルギー軍兵士が殺害されたことをきっかけに参加国が撤退を検
討し始めた。国連からは撤退を指示されたダレールであったがルワンダの惨状





に発展していった。ボスニア・ヘルツェゴビナは 1991 年当時人口約 430 万人で、
民族構成はボシュニャク（ムスリム）系 44％、セルビア系 33％、クロアチア系
17％だった。連邦の崩壊が進む中、1992 年 4 月、同共和国の独立を巡って民族
間で紛争が勃発し、3 年半以上にわたり各民族が覇権争いを繰り広げた結果、周
辺国家を巻き込み第二次世界大戦後の欧州で最悪の紛争となった。クロアチア
の独立をめぐり 1992 年 2 月に国連決議 743 の採択により国連保護軍（United 
Nations Protection Force: UNPROFOR）が設立され、兵員 1 万 3000 名と文民警官
らがクロアチアに停戦エリアとして設置された国連保護区（UN Protected Areas: 
 
 
37 伊勢崎賢治（2010）、『国際貢献のウソ』、104-105 頁。 
38 Roméo Dallaire (2003), Shake hands with the devil: the failure of Humanity in Rwanda, Canada, 
Random House Canada, pp. 321-322.  
39 Ibid., p. 294. 








スニアは深刻な人道的危機に陥り、難民は UNPROFOR 派遣時の 3 倍となる 50
万人に上り、犠牲者数も 5 万人を超えた（紛争終結時には死者 25 万人、難民お
よび国内避難民 200 万人）。武装勢力によって人道的支援物資の供給が停滞して
いたことをうけ、国連安保理は 6 月に決議 758 によりマンデートを拡大しボス












にボスニア国内にもスレブレニツァを含む 6 カ所に UNPA が設置されたが、
UNPA はセルビア系武装勢力によって包囲され、UNPA 内の住民は砲撃や狙撃の
標的にされていた。ガリ事務総長は UNPA を警護するために 3 万 4000 名の増員







居住する男性住民の虐殺をはじめた。1995 年 8 月 30 日に米国からの圧力により
 
 















1997 年に第 7 代国連事務総長に就任したアナンは、ガリが創設した国連 PKO
事務局（現在の DPO）の局長を務めた人物であり、アナンが事務総長を務めた
10 年間に今日でも用いられている国連 PKO の重要な基礎概念が築かれた44。国
連 PKO の失敗を教訓として次々と改革を推し進め、97 年の『事務総長報告書』
では、ミッションの現場において国連諸機関が現地で行う活動の効率を高める
ための統合的アプローチの重要性と、そのために事務総長特別代表が軍の総司











42 United Nations (1999b), Report of the Secretary-General pursuant to General Assembly 
Resolution 53/35: The Fall of Srebrenica, A/54/549, UN document, 15 November 1999.（ボスニ
ア・ヘルツェゴビナ共和国内における国連保護軍について） 
43 United Nations (1995), Supplement to Agenda for Peace, A/50/60, S/1995/1, UN document, 25 
January 1995, para. 33 and 35. 
44 上杉 ・藤重（2018）、前掲、45 頁。 
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2000 年 3 月にアナンの要請により開催された国連平和活動検討パネルは、同
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飛躍的に増加した。図 3 が示すように、軍・警察・文民を含めた PKO 要員は 1992
年初頭には 1 万人強だったが、ソマリア、ルワンダや旧ユーゴスラビアにおけ
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の武力行使（the minimum use of force）」に関しては、「自衛と任務の防衛以外の























2009 年の『国連の授権に基づく AU-PKO 支援に関する事務総長報告書』にお
いては、地域機構との協力の重要性が再び指摘され、アフリカの地域機構の国連












ある。1965 年 2 月 18 日に総会決議 2006 によって設置された PKO 特別委員会
は、2008 年 12 月に元イタリア首相で欧州委員会委員長であったロマーノ・プロ
ディ（Romano Prodi）を中心とする特別パネルを設置し『アフリカ連合平和維持
活動を支援する様式についての報告書』60（プロディ報告書）を作成した。プロ
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報告書はさらに、国連は部隊提供国（Troop Contributing Countries: TCC）と警
察要員提供国（Police Contributing Countries: PCC）に対し、かかる費用を各国が
建て替え、国連が後から払い戻すという方式を採用しているが、予算の膨張が指
摘される国連ミッションへの派遣に対しては TCC と PCC は消極的になる傾向
があると指摘している65。欧州連合（European Union: EU）による「アフリカ平和
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国連安保理は、2015 年に国連創立 70 周年を記念し、ジョゼ・ラモス＝ホルタ
（José Ramos-Horta）元東ティモール大統領を座長にして設立した国連平和活動
ハイレベル・パネルによって『国連平和活動に関する報告書（High-level 





















結論にいたった。2015 年 4 月に作成された『事務総長報告書（Partnering for peace: 
 
 
68 Ibid., para. 65. 
69 United Nations (2015b), “Report of the High-level Independent Panel on Peace Operations on 
Uniting out Strengths for Peace; Politics, Partnership and Peace”, A/70/95 – S/2015/446. 
70 篠田（2015）、前掲、46 頁。 

















った国連 PKO 要員数は 100 名を超える数で推移しており早急な対応が求められ







訴えている。特に、国連事務局と AU 委員会の連携や国連 AU 事務所（United 





ニズムの構築を決定した。さらに、同年 12 月には PKO 部隊司令官であったブ
ラジル出身のサントス・クルーズ（Santos Cruz）中将によって『国連 PKO 要員
の安全改善に関する報告書（Improving Security of United Nations Peacekeepers）』
 
 
72 United Nations (2015a), “Partnership for peace: moving towards partnership peacekeeping”, 
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HIPPO 報告書から続く重要な報告書と、これまでの国連 PKO の歴史を振り返
り、2018 年 3 月にアントニオ・グテーレス（António Guterres）国連事務総長は
「アクション・フォー・ピースキーピング（Action for Peacekeeping: A4P）」イニ
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report.pdf （アクセス日：2020 年 5 月 16 日） 
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第 3 節 アフリカにおける国連 PKO 
第 2 節で国連 PKO に関する重要文書を振り返り、その原則や指針の変化を追
った。本節ではアフリカにおいて設置された国連 PKO 活動を概観していきたい。 
国連のアフリカにおける具体的な活動について、アフリカでは過去において
15 カ国で 24 の国連ミッションが完了しており、2009 年 10 月 1 日現在で 8 つの
国連ミッションが 7カ国で進行中である。24ミッションのうちアンゴラで 4回、
ソマリアで 2 回、コートジボワールで 2 回、ルワンダで 2 回、中央アフリカで 2
回、リベリアで 2 回、そしてシエラレオネで 2 回、つまり全体の 3 分の 2 が 7 つ
の国で起きている。また、一つの例外を除いて冷戦後に起きており、アフリカが
いかに冷戦の強い影響下に置かれていたかを物語っている。その例外とは、国連
のアフリカにおける最初のミッションで、コンゴ共和国で 1960 年から 64 年に









なしで国連安保理がミッションを承認した例が 3 つある。1960 年の ONUC、ソ
マリアにおける 3 回のミッション、シエラレオネでの国連シエラレオネ監視団
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機構との関係を中心に」、『国連研究』、第 12 号、2011 年 6 月、日本国際連合学会、25 頁。 









































等により行動することができない場合、地域機構である AU や ECOWAS はどう
対応すべきなのであろうか。地域機構は、国家と国民との関係性における「保護



























ECOWAS 介入やコソボ問題への NATO 介入が正当化される理由であるとしている。詳しく






































83 Boulden, J. eds (2003), op. cit., p. 6. 
84 Hurd, I. (2014), International Organizations: Politics, Law, Practice, 2nd edition, Cambridge 
University Press, UK, p.252. 




みによって機能している。例えば、EU は EU 条約（Treaties of European Union）
をはじめとする基本条約によって設立・運営される地域機構であるが、その基本
条約によって加盟国の主権の一部が EU へ移譲される。主権が移譲された政策分
野においては、EU 法（European Union law）が EU 加盟国の国内法と並行して執
行され、加盟国の国内法に優先されるという EU 独自の法体系である。この法的
枠組みをとおして、加盟国の国民は EU 市民としての権利を有する。国内司法制
度によって下された判断を不服とする EU 市民は、EU の司法制度によってその
判断が覆される場合がある。他方、米州機構(Organization of American States: OAS)
は事実上その最も有力な加盟国である米国の意思決定に影響を受けやすく、後







































例外として AU 制定法 4 条（h）には、総会において戦争犯罪、ジェノサイド、




り、加盟国に対し AU の強い権限を示すものである。しかし、2011 年のリビア
内戦の折、国連安保理は R2P に基づく政府の国民保護に関する責任や人道に対















86 Ibid., p.267. 
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米国・カナダ・中南米諸国が中心となる OAS は 35 カ国で構成されている。
OAS 憲章の第 54 条は最高意思決定機関である総会によって OAS の方針や政策
が決定されるとあるが、実際には、重要な決定事項のほとんどは諮問機関である
外務大臣協議会議によってなされる。OAS 憲章 15 条では、加盟国の国内問題に
関して不干渉原則が、また同 17 条においては国家の領域に対する不可侵原則が
定められている。他方、第 19 条では、「現行の諸条約に従って平和及び安全の維













と OAS がスペクトラムの両端に位置すると考えると、より EU に近いところに




ない。その端的な例が EU と OAS であり、EU 法は最高権力を有し、米国の利益
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第 3 節 地域機構の武力行使 
強靭な平和活動と平和執行との間には明確な線引きがなされなければならな
い。国連 PKO の一部でありながら武装勢力の無力化を目的とした平和強制任務
を付与された部隊派遣がある。介入旅団（Force Intervention Brigade: FIB）は  
2013 年にコンゴ民主共和国の「3 月 23 日運動（M 23）」に対処するため国連安












められているものであるとする解釈や94、第 53 条 1 項が定める国連安保理の許
可については、52 条 2 項に規定されるように地域機構があらゆる努力を尽くす
ことが前提であることから事後または黙示でもよいとする解釈も存在する95。
1962 年の OAS による対キューバ海上封鎖は国際法上の武力行使に当たるが、拒
否権の発動によって国連安保理が機能せず、事前に許可を得ることはそもそも
不可能な状態であった。第 3 章で詳しく触れるが、1990 年の ECOWAS によるリ
ベリアへの武力介入は、国連安保理による事後または黙示の許可とその法的整
合性について盛んな議論を呼んだ。また、1999 年の NATO による対セルビア空
爆は国連安保理の許可を得る事なく開始された。その後、ロシアによって空爆を
非難する国連決議案が提出されたが、12 カ国の反対によって否決された。 
国連憲章は第 2 条 4 項において武力不行使原則を謳っており、旧敵国に対す
る措置（第 53 条 1 項、第 107 条）、国連安保理による強制行動（第 7 章、特に第
 
 
93 United Nations (2008), op. cit., p. 18. 
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International Law, Oxford University Press, pp. 318-320. 
95 Rodley, N., (2015), “Humanitarian Intervention”, in Weller, Marc eds., The Oxford Handbook of 





















講じるまでの間、自衛権を行使し自国を防衛する（第 51 条）。第 2 に、国連安保
理に侵略行為の違法性を訴え強制行動を要請する（第 7 章）、第 3 に、国連安保
理に侵略行為の違法性を訴え、違法性が認められ強制行動が許可されれば、被侵
略国の属する地域的取極または地域的機関による地域的安全保障による強制措
置を取りうる（53 条 1 項）。第 4 に、旧敵国条項の規定に従って共同防衛を行う
（53 条 1 項及び 107 条）。ただし、旧敵国条項については、すべての旧敵国が国
連加盟国になった現在では事実上死文化していると解釈するのが一般的である。
第 1 の場合は国連安保理への事後通知を必要としている。第 1 から 3 は同時に
起きる場合も考えられるが、いずれにしても、国連安保理の権威の下で行われる
べき行為として規定されていることに変わりはない。 
ECOWAS は 1990 年にナイジェリア主導の停戦監視団（ECOWAS Ceasefire 
Monitoring Group: ECOMOG）を不安定な情勢が続くリベリアに派遣した。
ECOWAS の部隊派遣と国連 PKO との分業については第 3 章で詳しく論じると
して、ここでは ECOWAS がとった行動に対する国連安保理の反応について述べ
たい。国連安保理は事前通達のなかった ECOWAS のリベリアへの軍事介入に対
して最初は沈黙した。ECOMOG の介入が開始されてから 5 ヶ月が経過した 1991






の記述はなく、意図的に名称の使用を避けたと考えられる。92 年 11 月にリベリ
アに適用される武器禁輸等に関する決議が採択されると、ECOMOG が禁輸措置
の例外とされたことでその存在を黙認する国連安保理の姿勢がより鮮明になっ
た97。国連リベリア監視団（UN Observer Mission in Liberia: UNOMIL）の派遣が
決定されたのはそれからさらに１年後の 1993 年 9 月であった。 
この ECOMOG の武力介入は、事前に国連安保理の許可を得ていないため第
53 条 1 項に違反しているという見方ができるが、ここで視点を変えてこの問題
を見るとする。OAU と AU はともにアフリカの特性である自己解決を機構の基
本理念としているが、二つの組織の違いとして、前者が内政不干渉原則を固持し























96 United Nations (1991), Note by the President of Security Council, S/22133, UN document, 22 
January 1991. 























他の事例はどうであろうか。NATO はコソボ問題に際し、1999 年 3 月 24 日に
ユーゴスラビア連邦（セルビア及びモンテネグロ：いわゆる新ユーゴスラビア連
邦）に対し空爆を開始したが、第 53 条 1 項に定められた国連安保理による事前
許可を得ていない。同年 6 月 10 日、国連安保理は決議 1244 で国連コソボ暫定
行政ミッション（UN Interim Administration Mission in Kosovo: UNMIK）の設置を
承認するとともにコソボ国際安全保障部隊（Kosovo Force: KFOR）の設置も許可
した98。ユーゴスラビアへの空爆は波紋を呼んだが、国連安保理から第 53 条 1
項に関する議論はでなかった。NATO に関しては国連憲章で定める地域機構に
該当するかについては意見が別れるところであるが、そもそも NATO が介入す
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101 松隈、前掲、61-62 頁。 




第 4 節 地域機構としての AU 
OAU は、紛争予防・管理・解決メカニズム（MCMR：Mechanism on Conflict 
Prevention, Management and Resolution）という安全保障システムを有していたが、
実施した平和活動において実質的な成果を挙げることはほとんどなかった。AU
は安全保障の基盤として「平和安全保障アーキテクチャー（African Peace and 
Security Architecture: APSA）」というメカニズムを構築した。APSA の枠組みの中
で政策上の意思決定を行う権限を持つ機関が、AU 平和・安全保障理事会（AU 
Peace and Security Council: AU PSC）である。AU PSC を創設するための AU PSC
議定書は 2002 年の南アフリカ・ダーバンでの第 1 回 AU 首脳会議において満場
一致で採択された103。AU は、AU 制定法第 5 条 2 項に基づいて、OAU から引き
継いだ MCMR 実施のための中央機関を AU の機関のひとつとして統合させ AU 






権限、介入を要請する権限である（第 4 条）。 
AU 平和・安全保障理事会の構成は、モデルとなった国連安保理同様に、総数
15 カ国であるが、国連安保理の様に、常任理事国と非常任理事国の様な決定権
に関する決定的な差異は存在しない104。任期 2 年で選出される 10 カ国と任期 3
年で選出される 5 カ国とに大別される。各理事国の選出は、AU 首脳会議によっ
て行われるが、地域の配分が考慮されることになり、任期 2 年の 10 カ国におい
ては、西部アフリカから 3 国、北部アフリカから１国、東部、中部、南部アフリ
カからそれぞれ 2 国ずつ選ばれる。当初は、西部からも 2 国であったが、西部
に位置する加盟国数の多さが考慮され、１国増えることとなった。任期 3 年の 5
カ国は、各地域から 1 国ずつ選出される。AU PSC の機能として、平和・安全・
安定の促進、早期警戒と予防外交、平和建設、平和支援作戦・干渉、平和建設と
紛争後再建、人道的援助をあげることができる（第 6 条）。AU PSC は紛争管理
 
 
103 African Union (2002), Protocol Relating to the Establishment of the Peace and Security Council 









開でき（第 7 条 1 項（ｃ））、重大な事態に対し加盟国に干渉することを首脳会
議に勧告することができ（第 7 条 1 項（e））、非憲法的な政権交代（いわゆるク
ーデター）が起きた加盟国に加盟資格剥奪などの制裁を課すことができる（第 7





る主たる共通の目的かつ原則として 16 項目を挙げているが、次の 10 項目にま
とめることができる105。 








を保持する（AU 制定法第 48 条（h））。 
⑧ 各加盟国間の平和的共存と、平和と安全の中で共存する権利。 
⑨ 平和と安全保障を再建する為に AU の介入を要請する各加盟国の権利。 
⑩ 民主主義的原則、人権、法の支配およびグッド・ガバナンスの尊重。 
AU PSC を支える制度的な柱として「賢人パネル（the Panel of the Wise）」（第
11 条）、「アフリカ大陸早期警戒システム（the Continental Early Warning System: 
CEWS）」（第 12 条）、「アフリカ待機軍（The African Standby Force: ASF）」（第 13
条）、「平和基金（the Peace Fund）」（第 21 条）が挙げられる 。 
 
 




賢人パネルはアフリカの北部・西部・東部・中央部・南部の 5 地域から各 1 
名が AU によって任命され、計 5 名で構成される。賢人パネルに選出されたメ




意志決定に資する情報を AU PSC に報告することが義務付けられている。 
AU は紛争予防と実効的な紛争管理には早期の対応が肝要であるとし、そのた
めの早期警報体制の構築を目指している。加盟国の AU 事務所および各準地域
機構本部内に置かれる AU 連絡事務所、そして現地に展開する AU ミッション
からの収集された情報は AU 委員会本部にある危機管理室（situation room）に集
積される。こういったデータは国ごとに整理され、国別報告書が作成され AU 
PSC における意思決定に活用される。正確な情報をいかに迅速に収集し AU PSC
に提供するかが早期警報システムの要となっている。 
ASF は AU 制定法第 4 条（h）および（j）に規定された AU PSC の意思決定に
おける軍事政策の執行部隊と文民・警察から構成される。部隊の規模は 15,000
から 20,000 名の兵士と 300 から 500 名の軍事監視要員で構成される。ASF が
PSO を行う場合に考えられる状況として以下の 6 つのシナリオが準備されてい
る。 
① 決議による授権後、30 日以内の AU による政治ミッションへの軍事的助言 
② AU と国連による合同監視ミッションの 30 日以内の派遣 
③ AU 独自による監視ミッションの 30 日以内の派遣 
④ 国連憲章 6 章に基づく 30 日以内の平和維持部隊の予防展開 
⑤ 30 日以内の軍事部門の展開、ならびに文民部門の 90 日以内の展開を含む
複合的平和維持部隊の派遣 
⑥ ジェノサイドなどに対し国際社会が迅速な対応を取れない場合の AU 決定
による 14 日以内の介入 












存在する。その代表的なものが RECs である。現在アフリカには 7 つの RECs が
存在している107。東アフリカ共同体は RECs と認識されることを避けているとさ
れているが、AU の共同防衛・安全保障政策（common African defence and security 
policy: CADSP）では RECs として認識されている。また、OAU 時代からの北部、
東部、西部、中央部、南部という 5 地域の分類も残る。さらに、AU 委員会が 2004
年の戦略計画で提示した RICs もオーバーラップするところが多く、国によって
は複数の RECs に加盟することもあり極めて複雑である。現在、RECs あるいは
RMs の協力を得て 5 地域を担当する待機軍は、東部待機軍（the East African 
Standby Force: EASF）、西部待機軍（ECOWAS Standby Force: ESF）、中央部待機
軍（the Economic Community of Central African States（ECCAS）Standby Force）、
北部待機軍（the North African Regional Capability（NARC）Standby Force、南部待
機軍（the Southern African Development Community（SADC）Standby Force: SSF）
という安全保障上の枠組みで構成されている。ASF の現状については第 7 章で
詳しく述べるが、2018 年に AU 初の ASF 基地（Logistic base）が設置されるなど
 
 
106 文民に関しては AU 委員会と RECs/RMs で構成される African Standby Capacity（ASC）
が軍事以外の活動の管理を行う。 

























AU は 2006 年に紛争後復興開発の地域としての指針として、「紛争後復興枠組









OAU は 1993 年に紛争解決のための主要な財源として平和基金を設立した。
それを引き継ぐ形で AU は議定書第 21 条を平和基金設立の法的根拠とし平和基












第 5 節 「エズルウィニ合意」 
AU をとおして地域機構の法的枠組みや他の地域機構との比較を試みた。また、
平和活動でも行われる平和執行という面から、地域機構の武力行使に関して明






を築くために様々な規定や指針が盛り込まれている。2011 年に NATO によるリ
ビアへの武力介入に対し、当時スーダンの大統領であったオマル・アル・バシー











もうひとつは、AU 制定法と R2P との関係性である。国連改革を求める「アフ
リカの声」の発信として 2004 年に取りまとめられた「提案された国連改革に対
するアフリカ共通の立場：エズルウィニ・コンセンサス（The Common African 
Position on the Proposed Reform of the United Nations :“The Ezulwini Consensus”）」
108（以下、エズルウィニ合意）は 2005 年の世界サミットにおいて採択された。
エズルウィニ合意における保護する責任の概念は ICISS による責任の解釈109を
基礎にしつつも同一ではない。AU PSC の視点は、ICISS の R2P のように国家と
市民の関係ではなく、汎アフリカ主義に基づいたアフリカ全体と市民との関係











108 Africa Union (2005), Executive Council,7th Extraordinary Session, 7- 8 March 2005, Addis 
Ababa, Ethiopia. 














































したことにより、1994 年から 1998 年の間に国際社会の国連 PKO 離れが起きた
が、99 年 6 月には PKO ミッションがコソボと東ティモールで設置され、アフリ
カ大陸においても 10月にはシエラレオネに、11月にはコンゴ民主共和国（以下、




パルトヘイトに対する闘争の終焉を迎え OAU は AU へと生まれ変わり、アフリ
カ大陸大の安全保障メカニズムを多く変貌させた。AU は法整備を行うとともに、













SADC の協力を得ることで AU は大陸大の安全保障メカニズムである APSA を
構築し機能するよう務めてきた。米、イギリス、フランス、EU をはじめとする
パートナーの支援は、平和活動の財政支援のほか、APSA 能力強化や ASF 支援、








く取られるようになり、国連憲章第 8 章に基づく国連と AU の協力関係に基づ
いて、機構や関係国との連携が成り立っている。 




携し合わなければならない。本章は、1990 年代に OAU 下で行われた ECOWAS
部隊派遣を牽引したナイジェリアの経験と、2000 年代初頭の民主化したナイジ
ェリアの部隊派遣を巡る消極姿勢が、その後のアフリカの PSO に決定的な影響







第 1 節 地域機構と国連の協力についての概要 
第 1 章と第 2 章において、アフリカ大陸における平和活動を担う国際機構と
















































アフリカの地域機構が独自に行った平和活動の取り組みは 1980 年代に OAU
がチャドで行った平和維持活動を最初とし、ECOWAS 停戦監視団（ECOMOG）
によるリベリア内戦（1990 年−1998 年, 2003 年−2006 年）、シエラレオネ内戦（1997
年−2000 年）、ギニアビサウ（1999 年）、コートジボワール（2003 年）などがあ
る。OAU から AU に移行した 2002 年以降は、2003 年 4 月に AU 初の平和ミッ







は治安の安定化に成功し、2004 年 2 月に国連派遣団を迎え入れ、同年 5 月に国
連決議 1545 にて国連平和維持活動に引き継がれた。2007 年 3 月にはソマリアに
対しアフリカ連合ソマリア・ミッション（AMISOM）が派遣され、AMISOM の
活動を国連がサポートする形で AMISOM サポートオフィス（UNSOA）が 2009
年に設立された。さらに 2013 年には特別政治ミッション(SPM)である国連ソマ
リア・ミッション（UNSOM）も設置されている。 
また、2004 年 6 月、AU がスーダン西部に位置するダルフール地域に国連、
EU、NATO、日本、韓国などの協力を得て展開した第 1 次 AMIS は、AU 加盟国
の軍事監視員 80 名であった。2005 年 10 月には第 2 次 AMIS という形で軍事要
員 2,341 名、監視員 450 名、警察官 815 名まで増強された。2007 年 7 月に設立









あり、本稿の第 2 部においてこれらを取り上げ比較検討する。 
後述するが、表 2 にある ECOWAS から国連への引き継ぎが行われたシエラレ
オネの事例は、国連とアフリカの地域機構がはじめて協力を意図した事例とい
えるが、実際には連携はほとんど行われていない。他方で、このシエラレオネで








110 この 16 カ国・地域は、チャド、リベリア、西サハラ、ルワンダ、ブルンジ、シエラレ
オネ、コモロ、ギニアビサウ、コンゴ民、エチオピア、エリトリア、中央アフリカ、コー
トジボワール、ダルフール、ソマリア、マリを指す。 
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第 2 節 分業プロトタイプとしてのリベリア介入 
OAU のもとで、いち早く地域的な協力体制を構築したのはナイジェリア主導































チャールズ・テイラー（Charles Taylor）は 1989 年にリベリア国民愛国戦線












1990 年 7 月 1 日に ECOWAS 事務局長のアバス・ブンドゥ（Abass Bundu）が
コートジボワールにおいてテイラーと接触し、調停の役割を果たす意思がある
とするダウダ・ジャワラ（Dawda Kairaba Jawara）ECOWAS 最高会議議長のメッ
セージを伝えた。これが ECOWAS による最初の関与となり、5 日には常設仲介









8 月 7 日に ECOWAS 内の常設仲介委員会（the Standing Mediation Committee: 
SMC）は、最高会議（the Authority）の代理として、ドウ大統領の要請に基づき、
停戦の実施および監視と、国内秩序の回復を目的とした ECOMOG 派遣を決定し
た114。この決定は、1981 年に ECOWAS 加盟国によって調印された『防衛におけ
る相互援助に関する議定書（ECOWAS, Protocol A/SP.3/5/81 Relating to Mutual 
Assistance on Defence）』（防衛議定書）が基礎になっているが、議定書の規定に
SMC が最高会議の代理として派遣を決定できるという記載はない。ナイジェリ






1990 年 8 月 24 日にナイジェリア、ガーナ、ガンビア、シエラレオネ、ギニア
の兵士約 3500 名で構成された ECOMOG は、SMC が示した停戦内容を拒絶して
いたテイラーが敵対姿勢を示すリベリアに派遣された。ECOMOG は、1990 年 10
月に NPFL と武力衝突に至り、激しい交戦の末、首都モンロビアより NPFL を駆














統」、『アフリカ研究』第 55 号、1999 年 12 月、日本アフリカ学会、39-40 頁。 
114 ECOWAS (1992), op. cit., p. 7. 
115 落合、前掲、40 頁。 
116 Coleman, K. (2013), “Liberia”, in Jane Boulden eds., Responding to Conflict in Africa: The 





る。第 2 に、先に指摘した ECOMOG の設置に関する手続き上の問題である。こ





































国連安保理は慎重な姿勢を維持し、91 年 1 月にリベリア内戦について第 1 回
公開討論を行った際も、ECOMOG という名称を使用せず、その後すぐに発表さ
れた安保理議長声明においても、リベリア内戦を終結させようとする ECOWAS
の努力に対する支持にとどまった118。1992 年 10 月に NPFL がモンロビアへの攻
撃を再開すると、ナイジェリア軍を主とする ECOMOG は過剰な空爆や攻撃を繰
り返し、NPFL の攻撃との間における均衡性を崩し問題視されるようになった。
ECOMOG 派遣に懸念を表明していた ECOWAS の仏語圏加盟国は ECOMOG の
過剰な攻撃性を批判したが、自国のリベリア介入を避けたい米国が ECOMOG の
活動を評価したため、仏語圏加盟国の懸念はそれ以上拡大することはなかった。
テイラーは ECOMOG と部隊派遣を主導したナイジェリアを批判し、国連 PKO











1993 年 7 月にベナンのコトヌーにおいてリベリア政府と NPFL をはじめとす
る主要勢力との間で「コトヌー和平合意（the Cotonou Peace Agreement）」が締結
された。コトヌー停戦合意を受け、93 年 9 月 22 日、安保理決議 866 によって国




はリベリアに派遣された 93 年から約 4 年の期間、ECOMOG と並行して停戦監
 
 
118 United Nations (1991), op., cit. 
119 Gray, Christine (2008), International Law and the Use of Force, 3rd Edition, Oxford University 
Press, p. 401. 
120 United Nations (1993), S/RES/866, 22 September 1993, p. 1.  
“Noting that this would be the first peace-keeping mission undertaken by the United Nations in 






連は深刻な財政難を抱えていたこともあり、UNOMIL は最大でも 370 名程度の
監視団であったため、ECOMOG の活動を補足するという周囲の期待に応えるも
のではなかった。コトヌー和平合意後も内戦状態は続き、3 年間で 4 つの和平合
意が締結された。 
97 年の選挙で圧倒的支持を得たテイラーが大統領に就任すると、テイラー政
権はすぐに反政府勢力の攻撃に遭いはじめ、2003 年 5 月には国土の 3 分の 2 に
おける支配権を失った。この事態を受け国際社会は調停活動を進めたが順調に
は進まなかった。2001 年中頃、リベリア、シエラレオネ、ギニアの閣僚級会議
を開催した「マノ川同盟（the Mano River Union）」、2002 年 3 月の ECOWAS 主催
の和平対話、2002 年 9 月にはじまった AU、ECOWAS、EU、フランス、ガーナ、
モロッコ、ナイジェリア、イギリス、国連、米国が構成する「リベリア国際コン





であろう。ところが、ナイジェリアは 90 年代の ECOMOG 派遣で消耗しており、
限定的な関与にとどまる意思を表明していた。 





に、1999 年 12 月に ECOWAS によって採択された「紛争予防・管理・解決・平
和維持・安全保障メカニズム（Mechanism for Conflict Prevention, Management, 








121 ECOWAS (1999), Protocol Relating to the Mechanism for Conflict Prevention, Management, 


















年に UNOMIL が撤退した後も国連リベリア支援事務所（United Nations 
Peacebuilding Support Office in Liberia: UNOL）を設置し情勢分析を行っていたた
め、国連はリベリアの政治状況を詳細に把握していた123。ナイジェリアが
ECOWAS ミッションを主導することを承諾すると、国連安保理は 2003 年 8 月
に決議 1497 を採択し、オバサンジョ大統領とクフォー議長の功績を称えつつ
ECOWAS ミッション設置の法的根拠と活動の正統性を保証する形で ECOWAS
リベリア・ミッション（ECOWAS Mission in Liberia: ECOMIL）の設置を承認し
た124。この ECOWAS と国連の協力は 90 年代のものと全く違っており、リベリ
アへの介入を効果的に進めるものであった。さらに、国連安保理は 2003 年 9 月
19 日に決議 1509 において、10 月 1 日までに ECOMIL の活動を引き継ぐ形で国
連主導の多国籍軍派遣を承認した。これは ECOMIL の出口構想を明確にした極
めて画期的な決定であったといえる。2003 年 8 月 4 日に ECOMIL はリベリアに
配備され、最大で 3600 名の兵士が約 2 ヶ月間任務に就いた。その後、同決議に





122 六辻、前掲、32-34 頁。 
123 Coleman (2013), in Jane Boulden eds., op. cit., p. 213. 




第 3 節 ECOWAS によるシエラレオネ介入の影響 





特に失業率の高い若者は不満を募らせていた。1991 年 3 月にシエラレオネ東部
において、シエラレオネ軍の元伍長であったフォディ・サンコー（Foday Sankoh）
は革命統一戦線（the Revolutionary United Front: RUF）を率いて武力攻撃を開始
し内戦状態に陥った。RUF は地方部で勢力を拡大し、市民を標的にして残虐行
為を繰り返した。その一方で、1992 年 4 月 29 日にシエラレオネ軍の一部がクー
デターを起こし、ジョセフ・モモ（Joseph Momoh）大統領は追放されてしまっ
た。その後のクーデター政権も 1996 年 3 月に再びクーデターで倒され、アフマ
ド・テジャン・カバー（Ahmad Tejan Kabbah）が大統領に就任した。国連、OAU、
ECOWAS 等が仲介しカバー政権と RUF は同年 11 月 30 日に「アビジャン和平合
意（Abidjan Peace Agreement）」を締結したが、97 年 5 月に 3 度目のクーデター
が起こり、首謀者であったジョニー・ポール・コロマ（Johnny Paul Koroma）少
佐が権力を掌握した。コロマはすぐに軍事革命評議会（Armed Force Revolutionary 








ECOMOG の拠点となっていた。97 年 6 月 2 日にナイジェリアのアバチャ大統
領は、モモ大統領の要請に基づき、駐屯部隊に本国から追加部隊を送り込み、フ
リータウンの AFRC に激しい攻撃を加えた。武力衝突は多くの市民の犠牲者を








請として、ナイジェリア主導の ECOMOG 派遣について OAU に働きかけた。内
政不干渉主義にも関わらず OAU は ECOWAS に民主主義の回復のマンデートを
授権し126、当時ボスニアやソマリアでの PKO 活動の影響と財政難により部隊派
遣に慎重であった国連もその消極性から OAU の決定を承認した127。国連はナイ


















を派遣するにあたり ECOWAS は、リベリアに派遣していた ECOMOG のマンデ
ートを拡大し、シエラレオネにおいて任務遂行のため武力行使を含む取りうる
全ての手段を行使する部隊として承認した。 




125 Meister, S. (2013), “Sierra Leone”, in Jane Boulden eds., Responding to Conflict in Africa: The 
United Nations and Regional Organizations, Palgrave Macmillan, New York, U.S., p. 236. 
126 OAU (1997), Decisions Adopted by the Sixty-sixth Ordinary Session of the Council of 
Ministers, CM/Dec.356 (LXVI).  
127 United Nations (1997b), Statement by the President of the Security Council, S/PRST/1997/42, 6 
August 1997.   
128 ECOWAS (1997), Final Communiqué, 26 June 1997, the Ministers of Foreign Affairs, Conakry, 






となった。AFRC および RUF は国連、ECOWAS、ECOMOG、その他関係国の代
表者との和平会議の開催に合意し、97 年 10 月 23 日にコナクリにて協議が行わ
れた。会議は初めから緊迫した雰囲気の中で進められ、相互の不信感をぬぐいき
れなかったことからDDRプロセスについて合意に至らず、結局物別れに終わり、
97 年末には AFRC および RUF とナイジェリア主導の ECOMOG との間で武力衝
突がはじまってしまった。ECOMOG は 98 年 2 月 6 日から数日間に及ぶ大規模
な攻撃を開始し、AFRC および RUF に壊滅的なダメージを与えた。クーデター












国際的な批判を浴びた ECOMOG の武力行使であったが、1 万 3000 名からな
るこの部隊はフリータウンを解放し、98 年 3 月 10 日にはカバー政権の復活を成
し遂げた。その結果、国連安保理はアナン事務総長の提案を受け入れ、98 年 7
月 13 日に決議 1181 を承認し約 50 名の軍事監視員で構成される国連シエラレオ
ネ監視団（United Nations Observer Mission in Sierra Leone: UNOMSIL）の設置を決
定した。UNOMSIL の主要任務は治安や DDR プロセスの監視であり、平和維持
は ECOMOG の活動であったため、UNOMSIL と ECOMOG が並行して活動を行
う状況となった。しかし、両者間に協力体制はほとんど見られず、約 3 万 2000










しての評価は受けていない130。他方、壊滅的な打撃をうけた AFRC と RUF であ
ったが、リベリアやブルキナファソからの支援により徐々に勢力を回復し、98 年
の終わり頃には再び首都を脅かすほどの脅威となっていた。12 月末頃になると
状況は急速に悪化し、UNOMSIL とその事務総長特別代表（Special Representative 
of Secretary General: SRSG）が緊急退避し、国連のプレゼンスはシエラレオネか
らなくなってしまった。後に残された ECOMOG は、99 年 1 月初旬までに回復






のロメにおいて和平会議が開かれた。「ロメ和平合意（the Lomé Peace Accord）」
の内容は米政府によって起草され、現政府と RUF の権力分掌、DDR プロセスの
改善策、避難民の帰国と再定住、人権保護、真実和解委員会の発足、UNOMSIL
と ECOMOG の共同設置、シエラレオネ軍の再編成および ECOMOG 撤退計画な









でいた。ナイジェリアは ECOMOG の運用資金として 1 日当たり 100 万米ドル
という巨大な財政負担を長い間背負い続きてきたため、国民の生活にも影響が








130 Meister, S., op. cit., p. 239.  






た。99 年 9 月に最初の 500 名のナイジェリア兵士が撤退すると、10 月 22 日に
国連安保理は決議 1270 により「国連シエラレオネ・ミッション（United Nations 
Mission in Sierra Leone: UNAMSIL）」の設置を承認し、残こりの ECOMOG との
協力関係の構築と、必要であればという前提であるが、ジョイント・オペレーシ
ョン・オフィスの設置という歴史的な取り組みを促した132。ECOMOG の規模は
最大時には約 1 万 4000 名であったが、UNAMSIL は当初 6000 名規模と半分以下
であった。その後、安保理決議 1289 により 1 万 1100 名まで増強され、さらに 2
ヶ月後 4000 名の ECOMOG 兵士がアフリカ地域機構から国連への最初の「リハ
ット」によって UNAMSIL に加わった。しかし、安保理決議 1270 が示すような
UNAMSIL と ECOMOG の共同設置は、ナイジェリア側が消極的であったため実















するが、RUF をはじめとする反政府軍に対する効果は絶大であった。5 月 8 日
にリベリアのテイラー大統領が仲介し、500 名は程なくして解放されたが、
UNAMSIL の信頼はこの事件により失墜した。2000 年 10 月にイギリス政府の主
導で国連安保理の使節団が情勢の調査のためシエラレオネを訪問し、効果的な









と国連に協力してきた。UNAMSIL の規模拡大に比例し RUF の勢力は弱まり大
勢の指導者や幹部も逮捕された。また、2002 年 1 月までに約 7 万 2000 名が DDR














紀を迎えた 2000 年代初頭は R2P といった概念が国際世論の大きな流れを形成
した時期でもあった。しかし、植民地主義と戦い、内政不干渉原則を重んじてき










































































ラレオネの内戦に派遣された ECOMOG であったと考える。 










OAU のもとで行われた第 1 回目のリベリア派遣とシエラレオネ派遣に対して、














































137 Esler, Gavin (2003), “Interview with President Obasanjo of Nigeria”, 29 July 2003, One-Minute 
Would News, BBC News.  











第 1 に、2013 年 1 月から 2 月にチャドがマリの危機に対して行なった平和活動
















第 2 の点については第 7 章で詳しく述べるが、AMISOM に兵員を提供してい









138 Ambrosetti, D. and Esmenjaud, R. (2014), “Whose money funds African peace operations?: 
Negotiating influence and autonomy with external partners”, in Tardy, T. and Wyss, M., 




























この「平和活動の政治化」については第 7 章で、AU の平和支援活動を通して詳
































を明らかにする。第 4 章ではブルンジの平和活動、第 5 章ではスーダン・ダル
フールにおける国連と AU の協力、第 6 章では、マリで起きた紛争を解決する












































第 4 章 ブルンジ 



















第 4 代大統領に就任すると、急激な政治改革を恐れたツチ族が選挙後わずか 102
日間でンダダイエを拉致・殺害してしまった。この大統領殺害事件が内戦の発端
となり 93 年末より死者 20 万を超える市民の大量虐殺が発生した。97 年 6 月に
タンザニアのジュリウス・ニエレレ（Julius Nyerere）元大統領のイニシアチブに
よりタンザニアのアルーシャにおいて和平会合が開催された。その会合におい





マンデラ元大統領の仲介により 2000 年 8 月 28 日にアルーシャにおいて、こ
れまで民族の融合に努めてきたピエール・ブヨヤ（Pierre Buyoya）大統領は、自





pour la Démocratie au Burundi: FRODEBU）との間で「アルーシャ合意（Arusha 





la libération du people hutu-Forces nationales de libération: Palipehutu-FNL）と、その
分派である民主防衛国民会議−民主防衛軍（Counseil National pour la Défense de la 




















第 2 節 南アフリカの役割 
2002 年になるとブルンジの和平交渉の中心はマンデラからジェイコブ・ズマ
（Jacob Zuma）南アフリカ共和国副大統領へと引き継がれた。ズマは、ブルンジ
地域平和活動（the Regional Peace Initiative on Burundi）の主要メンバーであるタ
 
 






































141 Khadiagala, Gilbert (2013), “Burundi, 2002-2012”, in Jane Boulden eds., Responding to Conflict 






















りまとめることに成功した。一つは、2002 年 10 月に暫定政府とジャン＝ボス
コ・ンダイケグルキエ （Jean-Bosco Ndayikengurukiye）が率いる CNDD-FDD の
一派閥と、アラン・ムガバラボナ（Alain Mugabarabona）が率いる FNL の一派閥












142 Svensson, E. (2008), “The African Mission in Burundi: Lessons learned from the African 
Union’s first Peace Operation”, FOI Swedish Defence Research Agency, Stockholm, September 
2008, p.11 





同年 12 月、AU 主催の大湖地域和平イニシアチブ首脳会議がタンザニアで開
催された。会議では、各国が強硬派との停戦合意の締結を歓迎し、先の 10 月と




入った。2003 年 4 月、AU 中央機関（the Central Organ）は 1 年間の任期で AU ブ
ルンジ・ミッション（AU Mission in Burundi: AMIB）を承認した143。ミッション
実施期間の更新については同様に AU 中央機関の承認を必要としつつ、資金面
において AU を頼れない南アフリカは国連安保理に対して早急な国連 PKO ミッ
ションの設置を訴えた。 
国連 PKO への引き継ぎを望むズマはさらに国連介入の条件を整えるため活動
を続けた。その取り組みは、2003 年 10 月と 11 月に二つのプレトリア議定書と



















143 African Union (2003), Communique of the Ninety First Ordinary Session of the Central Organ 
of the Mechanism for Conflict Prevention, Management and Resolution at Ambassadorial Level, 










第 3 節 AU ブルンジ・ミッション 
2003 年 4 月に設立された AMIB の目的は、停戦の監視、DDR 支援、政治的・
経済的安定化への貢献に加えて国連 PKO ミッション設置の準備作業が含まれて













AMIB は停戦監視や DDR に取り組むはずであったが、南アフリカの支援のみで
は効果的な活動を行えず、設立目的を達成できないという厳しい状況であった。 
 
第 4 節 国連ブルンジ活動 
AMIB は問題を抱えながらも首都圏の治安を維持していたことと、南アフリカ
の要望により、国連は PKO ミッション設置の検討に入った。2004 年 5 月に安保
理決議 1545 が採択され国連ブルンジ活動（UN Operation in Burundi: ONUB）の
設置が決定された。AMIB は配備期間を含める 14 ヶ月間の任期を終え、その活





























国連安保理は ONUB の活動期間を 6 ヶ月間とし、主に停戦監視、DDR、武器
管理、人道的支援サポート、国内避難民（Internally Displaced Persons: IDPs）・難
民保護、選挙の実施計画、市民保護等がマンデートに含まれていた。ONUB の各
部隊はこの目的に応じて即時行動できるよう準備を進めていた。停戦合意後、暫
定政府設立の期限は 2004 年 10 月 31 日であり、それまでに新憲法を発布し、憲
法に従って選挙を実施する必要があった。さらに選挙後には議会を設置しなけ














2004 年 8 月、南アフリカと ONUB の強い推進により、各政党は民族の人口的
割合に応じた権力分有条件に合意した。また、ONUB は各政党に対して選挙管
理委員会の設立や投票日の設定を早急に実現すべく必要な人的・物質的支援を
行った。2004 年 10 月には暫定憲法が制定され、2005 年 2 月、国民投票により
新憲法の採択を決めた。この国民投票をはじめ、自治体、立法部、下院、大統領、
村といったそれぞれの代表レベルの選挙も次々に行われ、ブルンジに新政府が















2006 年 3 月、事態を重く見た国連安保理はクーデターによる内戦の再発を恐
れ、パリペフツ FNL や他の有力者の民主的な政治参加を妨げるンクルンジザ政
権を非難する声明を発表した144。ONUB は選挙後の新政府の設立支援を行う一
方で、パリペフツ FNL との対話を 2004 年 7 月からはじめていたが、8 月にパリ




144 United Nations (2006), “Security Council Calls for ‘Immediate Cessation of Hostilities and 








第 5 節 包括的停戦合意 










（Jakaya Kikwete）大統領の仲介により、ブルンジ新政府とパリペフツ FNL との
間に「和平にむけた原則合意（Agreement on Principles toward lasting Peace, Security 
and Stability）」が調印された。 
この合意により、AU はパリペフツ FNL 指導者や元戦闘員の保護を目的とす
る特別タスク・フォースの設置を決定した。ンクルンジザはこの合意を条件に
ONUB 部隊の撤退を要求し、国連安保理はその条件を受諾し、撤退に必要な準
備期間を 6 ヶ月間とした。その後も交渉は続き、AU 加盟国から「原則合意」に
続く包括的な停戦合意の形成を促す同調圧力に後押しされ、ONUB は同年 9 月
7 日に新政府とパリペフツ FNL との間で遂に「包括的停戦合意（Comprehensive 
Ceasefire Agreement）」を締結させた。2007 年 1 月には前年末に任期を終えた
ONUB に変わって小規模の国連ブルンジ統合事務所（the United Nations Integrated 
Office in Burundi: BINUB）が設置された。BINUB は新政府による国家再建支援
を目的とし、体制移行における指導的立場を担った。また、停戦状態の維持のた
め共同停戦監視委員会（Joint Verification and Monitoring Mechanism: JVMM）も設
置されたが、その後もしばしば停戦合意が破られ、合意に基づいた実施計画が順
調に進むことはなかった。 














きた。直接会談の内容をめぐりパリペフツ FNL が内部分裂し、2,700 名の兵士が
武装解除と国軍への編入を政府に求めたとき、ルワサと幹部らはそれら元 FNL




ツ FNL の分裂を企てたと非難し、2007 年 7 月に JVMM を離脱したことでブル
ンジの和平プロセスは暗礁に乗り上げてしまった。 
南アフリカは 2008 年 2 月にケープタウンに関係国を集め打開策を検討し、和
平プロセスの行動計画（Program of Action to Take Further the Peace Process in 
Burundi）を作成することを決めた。行動計画は新政府のもと平和の定着を目的
とするもので、二段階で構成されていた。第一段階は 2008 年 4 月 1 日までにパ
リペフツ FNL の JVMM 復帰を目指し、5 月 1 日までにパリペフツ FNL 幹部を





年 12 月 31 日と設定された。AU の特別タスク・フォースも役目を終え 2009 年





に従って国軍に編入させた。2009 年 5 月にルワサが国立社会保障研究所長官の
 
 







第 6 節 「政治の卓越性」 
93 年の大統領暗殺に端を発したブルンジの内戦は結果的に地域機構と国連の
協力により、大規模な武力衝突を回避し民主的な選挙を実施するに至った。2002


























総長を務めていた。アナンは 1992 年に PKO 担当国連事務次長補、1993 年から




































146 African Centre for the Constructive Resolution of Disputes (2007), the Occasional Paper Series: 
Volume 2, Number 2, ACCORD, “South Africa’s Peacekeeping Role in Burundi: Challenges and 
Opportunities for Future Peace Missions”, 2007, p.17, 
https://www.files.ethz.ch/isn/100046/op_2007_2.pdf （アクセス日：2019 年 11 月 8 日） 































148 土佐弘之（2018）「序論 体制移行と暴力―世界秩序の行方」、『国際政治』194 号、
7 頁。 
149 佐藤章（2018）、「「アフリカの問題のアフリカによる解決」の両義性もしくは逆




第 5 章 スーダン・ダルフール 
 
バシール大統領は、1989 年にスーダンで軍事クーデターを起こし政権を掌握






ン」といわれるものである。2003 年 7 月にスーダンの中央政府とダルフールの
反政府勢力との間で大規模な武力衝突が起きた際、時期を同じくして開催され







主導した調停活動は IGAD の前身である「干ばつ開発政府間機構（ the 
Intergovernmental Authority on Drought and Development: IGADD）」によってはじめ








ーダン共和国ミッション（United Nations Mission in the Republic of South Sudan: 
 
 
150 United Nations (2003), Statement delivered by Secretary-General Kofi Annan at the African Union 
Summit in Maputo, Mozambique, 10 July 2003. 
151 86 年に設立された IGADD は 96 年に IGAD として改組された。2019 年 5 月現在の構成
国は、ジブチ、ソマリア、エチオピア、スーダン、ケニア、ウガンダ、エリトリア、南ス















































た。この会議で「6 原則宣言（Declaration of Principles: DOP）」153が発表され、こ
れをもとに交渉が進められた。SPLA 両派は DOP に同意したが、バシール政権
は南部の自決権に強い反対を示していたこともあり同意はしなかった。 
その後、IGADD 加盟国間の緊張が高まり交渉は停頓したが、96 年の IGAD 改










2002 年 1 月に IGAD はジョージ・W・ブッシュ（George W. Bush）大統領の支
援を受け、引き続きスーダン政府と SPLM/A との和平交渉を仲介した。2002 年
7 月にケニアのマチャコスにおいて和平交渉を主導し、その結果、スーダン政府



















れを認めようとしなかったため折り合いがつかなかった。また、8 月に IGAD は
「権力分掌に関する議定書（Draft Protocol on Power Sharing Within the Framework 
of a Broad based Transitional Government of National Unity Between the Government 
of Sudan and the SPLM）」の検討を双方に依頼したが、SPLA の要衝であるトリッ
トにおいて小規模な武力衝突に阻まれ同意には至らなかった。 
その後、和平会議は場所をマチャコスからナイバシャに移し約 2 年半続いた。
その間にいくつかの重要な事項について合意がなされた。2003 年 9 月には「安
全保障の体制（security arrangement）」に関して合意にいたった。移行期において
SPLA は政府軍には統合・吸収されず、独立した軍隊として存続するということ




である。2004 年 5 月には「権力分掌（power sharing）に関する合意」と、「アビ
エイ（Abyei）紛争の解決」と「南コルドファンと青ナイル州における紛争の解
決（South Kordofan and Blue Nile）」に関する合意についても次々とまとまったの
である。ナイバシャ和平会議は IGAD が任命したケニア出身のラザロ・スンベ
イヨ（General Lazarus Sumbeiywo）将軍を調停者とし、米国、イギリスおよびノ






































チャドが主導したダルフール紛争の和平会議は 2003 年 8 月からアベシェでは




より同年 4 月 8 日にスーダン政府と SLM/A および JEM の間で「ンジャメナ人
道的停戦協定（N’djamena Agreement on Humanitarian Ceasefire on the Conflict on 
Darfur）」（以下、人道的停戦協定）が調印された。この協定には、45 日間の停戦
とその監視のための先行派遣として軍事オブザーバーおよび小規模部隊から構
成される監視委員会（Ceasefire Commission : CFC）の設立が謳われていた。CFC
は、AU から委員長 1 名、EU から副委員長 1 名、AU 加盟国の代表者 1 名、チ






行われた第 3 回 AU 首脳会議において正式に AMIS 派遣が承認され、ルワンダ
軍とナイジェリア軍の兵士を中心に構成された部隊が停戦監視を主要任務とし
てダルフールに派遣された155。 






















90 年代と 2000 年代の内戦を経て、アフリカ諸国家を繋ぐ紐帯となったのは汎ア
 
 
155 African Union (2004a), Assembly of the African Union, Third Ordinary Session 6 – 8 July 2004, 
Addis Ababa, Ethiopia, “Decision on Darfur”, Assembly/AU/Dec. 54(III). 
156 United Nations (2004a), Report of the Secretary-General on the Sudan, S/2004/453, 3 June 2004, 
para. 22, and United Nations (2004b), S/RES/1547, 11 June 2004, as well as Guéhenno, J.M. (2015), 
The Fog of Peace: A Memoir of International Peacekeeping in the 21st Century, Washington, D.C., 
Brooking Institution Press, p.161. 
157 de Waal, Alex (2013), ”Sudan: Darfur”, in Jane Boulden eds., Responding to Conflict in Africa, 













第 3 節 AMIS が直面した問題 
ダルフールは約 50 万キロ平方メートルの地域に数百もの村が点在し約 600 万
人が居住しており、この広大な地域に AMIS は派遣された。人道的停戦協定は
AMIS の構成について、協定遵守を監視する CFC の 11 名と、その軍事的サポー
トとして 96 名の国際監視員（AU 代表団 60 名、チャド 18 名、米国および EU 代






























第 2 の問題は第 1 の問題が招いたものであるが、協定内容の齟齬が両当事者
間に不信感を生みだし、それによって違反行為が繰り返される結果となったの
である。調印が行なわれたときスーダン政府軍は優勢に軍事行動を展開してお

























160 United Nations (2004a), op. cit., para. 22. 















第 4 の問題は、過剰な報道により AMIS のイメージが著しく悪化したことで









動する AMIS に対する期待が極度に高まっていた。しかし、次第に AMIS が抱
える問題が顕在化すると、力不足を指摘する報道が繰り返され払拭し難いネガ
ティブなイメージが染み付いてしまった166。 
第 5 の問題は、AU PSC 機能が未熟であったことと、AU が慢性的に抱える財






163 African Union (2004b), “Working Document on the Enhancement of the African Mission in the 
Sudan”, 1st meeting of the military staff committee of Peace and Security Council, Addis Ababa, 
Ethiopia, 18 Oct 2004, PSC/MSC/2(1). 
164 Bellamy and Williams, op. cit., p.207.  
165 U.S. Department of State, Intelligence and Research (2005), Fact Sheet – 2005, ‘Sudan: Death 
Toll in Darfur’, https://2001-2009.state.gov/s/inr/rls/fs/2005/45105.htm（アクセス日：2019 年 11
月 14 日） 














の中には AMIS の活動を直接妨害するものもあった。また、2007 年 9 月末の夜、
南ダルフール州ハスカニータに所在する AMIS の駐屯地（Military Group Site）
が、重装備の反政府武装勢力の一派167により襲撃され、AMIS 兵士 10 名が死亡、


















167 African Union (2007), Investigation Report on the Attack on MGS Haskanita on 29/30 Sep 07 
by Armed Faction to the Darfur Conflict, AMIS/FHQ/INTSY/G/002, 9 Oct 2007. 
168 外務省ウェブサイト、https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/19/dga_1001.html（アクセ
ス日：2019 年 11 月 13 日） 
169 Bellamy and Williams, op. cit., p.211. 




第 4 節 AU の和平プロセス 




関する和平合意成立へのプロセスが進んだことにより、国連安保理は 2004 年 6
月に決議 1547 によって国連スーダン先遣ミッション（United Nation Advance 
Mission in the Sudan: UNAMIS）を設置した。UNAMIS は、政治ミッションであ
り大規模ミッションの下準備が主な任務であった。2004 年 7 月 15〜17 日に AU
は、「ダルフールに関する間スーダン会議」（the Inter-Sudanese Peace Talks on the 
Conflict in Darfur）をエチオピアのアディスアベバにある AU 本部とナイジェリ
アの首都アブジャにおいて開催した。AMIS の活動に失望した SLA/M と JEM は
AU の調停を受け入れず米国あるいは国連による仲介を要求していたが、米国の
政治的圧力を受けて最終的に AU 主導の会議に出席することを表明した。会議




AU が主導した第 2 回目の「ダルフールに関する間スーダン会議」（以下、ア
ブジャ会議）は、2004 年 8 月 23 日から 9 月 17 日にかけて、AU 議長を務めて
いたナイジェリアのオバサンジョ大統領が主催し首都アブジャで行われた。ア
ブジャ会議の優先課題は人道、安全保障、政治、社会経済問題であったが、なか
でも「ダルフールにおける人道情勢の改善に関する議定書（Protocol on the 
Improvement of Humanitarian Situation in Darfur）」の採択は議論の焦点となった。
AU はスーダン政府と反政府勢力に署名を迫ったが、互いに非難し合うばかりで
署名にはいたらなかった。また、安全保障情勢に関しても協議がなされ、AU に
よる「ダルフールにおける安全保障情勢の増進に関する議定書（Protocol on the 
Enhancement of the Security Situation in Darfur）」の提案もなされた。AU はダルフ
ールの人道情勢の改善のため、スーダン、エチオピア、エジプト、チャドの首脳
を集め、人道問題への対応を協議し、反政府勢力に対し議定書への合意を促し
た。第 3 回アブジャ会議は 10 月 21 日から 11 月 11 日まで開催され、両当事者
は上記 2 つの議定書（通常、両方合わせて「アブジャ議定書」と呼ぶ）に署名し
た。AU の組織的な発展に野心的なコナレ委員長はこの議定書の成立を高く評価










いまま 12 月 21 日に終了し、AU は厳しい批判にさらされることとなった。 
なかなか進展を見せないダルフール問題とは反対に、南北問題は大きな進展
を見せた。2005 年 1 月にスーダン政府と SPLM/A との間で「包括的和平合意
















2005 年 5 月にアブジャ会議は再開された。国連安保理は、CPA 調印を受け決








171 African Union (2004c), Peace and Security Council, 17th Meeting, 20 October 2004, Communique, 
PSC/PR/Comm. (XVII). Addis Ababa, Ethiopia, para.7. 
172 川端、前掲、27 頁。 






























いう条件を提示した177。この米国の働きかけが功を奏し、2006 年 5 月にスーダ
ン政府とミニ・ミナウィ（Minni Minawi）率いる SLM/A の一派をはじめ 15 を数




174 Guéhenno, op cit., pp.184-5. 
175 de Waal, op cit., p. 291. 
176 Guéhenno, op. cit., p.173. 





な内容であった。ところが、JEM と SLM/A 派閥の指導者であり、最も影響力の
あるフール人指導者といわれていたアブドゥル・ワヒード・アル・ナー（Abdel 
Wahid al Nur）が署名を拒否したため DPA は実効性を失ってしまった。バシール
大統領は AMIS の活動が十分に機能していると主張し、ダルフールへの国連の
介入に再び難色を示しはじめた。また、DPA 署名に応じなかったハリル・イブ












フールに派遣することを定めた安保理決議 1706 を 2006 年 8 月 31 日に採択し
た。当然ながらバシールやマジズブをはじめとする強硬派によって拒否された




AU は DPA の実効性を回復しようとアブジャ会議を再開し、国連と共同で特
使団をダルフールに派遣した。8 ヶ月間に渡って JEM やワヒードといった非署
名派の説得を試みたが成果は得られなかった。国連安保理は 2007 年 7 月 31 日
に安保理決議 1769 を採択し、DPA 遵守の監視目的として国連憲章第 7 章に立脚
したダルフール国連・AU 合同ミッション（AU/UN hybrid operation in Darfur: 














るのは、AMIS によって算出された軍事および警察要員 2 万 1000 名であり、こ
の数字が 2006 年の決議 1706 で用いられた。先に触れたとおりこの決議が拒否
されたため、国連安保理は決議 1769 においてさらに増員した軍事要員および警


































違いであった。UNAMID はダルフール担当 AU 国連合同特別代表（Joint Special 
Representative: JSR）に任命されたコンゴ出身のルドルフ・アダダ（Rodolphe Adada）




















第 6 節 国連と AU のそれぞれのアプローチ 
バシール大統領への逮捕状の発布以降、国連と AU の間に溝が生じるように
なった。国連安保理はダルフール問題を憲章第 7 章の強制措置に基づいて ICC
に付託した。元国家元首への訴追は前例が存在するが、現職国家元首に対する逮
捕状の発布は大きな波紋を呼んだ。アフリカにおいて政府が自発的に ICC へ付
託した事例を除けば国連安保理と ICC 検察官による 4 件の付託がある。スーダ
 
 




ン以外の国連安保理による付託は 2012 年のウフル・ケニアッタ（Uhuru Kenyatta）










AU は 2004 年 7 月に AMIS 派遣に先立ってダルフールに調査団を派遣し、「人








International Commission of Inquiry into Darfur）を設立する決議 1564 を採択した。
旧ユーゴスラビア国際刑事法廷で裁判長を務めた経歴をもつアントニオ・カッ
セーゼ（Antonio Cassesse）が ICID を率いて調査を行い、2005 年 1 月にダルフー
ル問題は ICC に付託すべき事態であるとの結論を報告した181。スーダンは ICC
を設立したローマ規程（the Roma Statute）の締約国ではないため、ダルフール問






からの検討」、『国際関係論叢第 6 巻第 2 号』、東京外国語大学国際関係研究所、2017 年 9 月、
37 頁。 
181 United Nations (2005), Report to the International Commission of Inquiry on Darfur to the 
United Nations Secretary-General, Geneva, 25 January 2005. 
182 de Plessis, M., Maluwa, T. and O’Reilly, A., (2013) ‘Africa and the International Criminal 




置に基づく形で ICC に付託する方法が選択され183、2005 年 3 月 31 日に、ICC へ
の付託を決める安保理決議 1593 が採択された。 
国連安保理による付託は国家元首の主権免除を停止させるのかという議論が
国際社会で注目を集めるなか、2008 年 7 月に ICC のルイス・モレノ・オカンポ
（Luis Moreno Ocampo）主任検察官は逮捕状請求に踏み切った。そして 2009 年










まり、2017 年 1 月 17 日には、AU による「脱退戦略文書（Withdrawal Strategy 
Document）」にいたっている。これまで ICC が取り扱った 11 件（2019 年 5 月現
在）のうちアフリカ大陸で発生した事案に関する付託が 10 件にのぼり地域的偏
りがあることは現在も指摘されている。 
AU は逮捕状が発布されると直ちに AU PSC を招集しこの問題の検討に入っ
た。AU PSC はダルフール問題解決に向けた努力に水を差しかねない措置を憂慮








http://www.dphu.org/uploads/attachements/books/books_3820_0.pdf（アクセス日：2019 年 11 月
14 日） 




184 篠田（2007）、前掲、40 頁。 
185 de Waal, op. cit., pp.299-300. 




溝ができたが、反対に、ICC を政治的な交渉道具としたことを非難した AU はス
ーダン政府との交渉者としての優越的立場を確立させる結果となった。    
スーダンは 1956 年にアラブ連盟にも加盟国として名を連ねている。2009 年 3
月 30 日の第 21 回アラブ首脳会議のドーハ宣言において、アラブ連盟は ICC に
よるスーダン大統領への措置を激しく非難し、スーダンへの全面的協力および
連帯を表明した。 
AU は、2009 年 7 月 3 日に開催された第 13 回総会で、法の支配は遵守するが、
バシール大統領の逮捕には協力しない決議を採択し立場を明確にした。AU は
2009 年 3 月に「ダルフール問題に関するハイレベル・パネル（AU High-Level 
Panel on Darfur: AUPD）」の議長にムベキ大統領を任命した。ムベキ大統領は以
下の 3 点について勧告を行った。第 1 に、特別裁判所の設置、第 2 に、スーダ
ン人およびアフリカ出身の裁判官による混合裁判所の設置、第 3 に、真実和解















































































ョンである UNAMID であったと考える。 
最後に、ダルフール問題を取り巻く国際環境について触れたい。米国は、対テ
ロ政策という枠組みの中でダルフール問題を捉え、政治的解決を目指し積極的












































の対応は完全に遅きに失した。特に、ESF 配備の準備段階に入った 2012 年 3 月





































トアレグ族は北部における自治権を求めて 60 年代、90 年代、2007 年に抵抗



















たのが「アザワド解放民族運動（National Movement for the Liberation of Azawad: 
MNLA）」である191。 
2011 年 10 月 16 日に正式に結成された MNLA は、マリ東北部の独立を目
指す政治・軍事組織で、非イスラム主義を掲げていた。MNLA は同じ目的を持
つ「アザワド・アラブ運動（Arab Movement of Azawad: MAA）」や「アザワド統
















が北部における反政府勢力への対応に追われていた最中の 3 月 22 日に、マリ陸
 
 
191 アザワドとは、「北部マリ」を指すトアレグ語由来の地名である。略語である MNLA はフランス語






主主義と国家の回復のための国民会議（the National Council for the Recovery of 








らなかった。AU はクーデターの翌日には AU PSC を緊急招集し、憲法によらな
い政権交代を強く非難し、憲法秩序の即時回復と加盟国資格の一時停止を決定













第 2 節 トアレグ族のネットワーク 










































193 Aning, Kwesi (2014), Transnational security threats and challenges to peacekeeping in Mali, 
Conflict Trends, 2014/2, 21 July 2014, African Centre for the Constructive Resolution of Disputes 
(ACCORD), p.13. 
https://www.accord.org.za/publication/conflict-trends-2014-2/ （アクセス日：2019 年 12 月 13
日） 




















Saharan States: CEN-SAD）、AMU、北アフリカ地域機能（North African Regional 
Capability: NARC）196、アラブ連盟（League of Arab States: LAS）といった地域機
構が存在するが、実際に安全保障の枠組みの中で平和支援活動を実施している
ものは ECOWAS と CEN-SAD197のみである。 














士 365 名で構成された部隊を 2002年初頭より中央アフリカに派遣している。 








命した。4 月 6 日にコンパオレ大統領が軍事政権との交渉の結果、民政移管の枠
組み合意を引き出すと、ECOWAS はディオンクンダ・トラオレ（Dioncounda 
Traoré）を暫定大統領に指名し、追放されていた前大統領の辞任を正式に認めた
199。また、4 月中旬にはシェイック・モディボ・ディアラ（Cheick Modibo Diarra）
を暫定首相に指名した。 

















全保障委員を兼務していた。AU PSC は 2012 年 6 月 12 日のコミュニケにおいて
AU PSC 議定書の第 16 条を引き合いに出し、AU の準地域機構に対する優位性
を示し、ECOWAS から主導権を引き継ぐことを示唆した。その上で、AU PSC は
 
 
199 ECOWAS (2012b), Final communique from the extraordinary summit of ECOWAS Heads of State 
and Government, Abidjan, Côte d’Ivoire, 27 March 2012, and  
ECOWAS (2012c), Extra ordinary summit of ECOWAS, Heads of State and Government, Abidjan, 
Côte d’Ivoire, 26 April 2012. 
200 United Nations (2012a), op. cit., para. 9. 








をうけ、ECOWAS は 6 月 28~29 日にコートジボワールで開催された通常会期に
おいて、AU PSC と国連安保理から承認に基づいて、ESF のマリ派遣を決定した
















認され206、ボールが再び AU の元に投げ返される形となった。 
クーデター政権から暫定政府への移管を決め ESF 派遣を決めた ECOWAS の
対応への評価は高かったが、決議 2056 は事実上、MICEMA 計画の失敗を意味し





202 ibid., para. 14. 
203 ECOWAS (2012d), 41st Ordinary Session of the ECOWAS Authority of Head of States and 
Government Final Communique, Yamoussoukro, Côte d’Ivoire, 28-29 June 2013, para. 25.   
204 Ibid., para. 23 and 26. 
205 ibid., para. 15-17. 
206 United Nations (2012b), S/RES/2056, 5 July 2012, para. 18. 
207Théroux-Bénoni, Lori-Anne, “The long path to MINUSMA: Assessing the international response 
to the crisis in Mali”, in T. Tardy and M. Wyss, eds., Peacekeeping in Africa: the evolving security 




























「武装イスラム集団（the Armed Islamic Group: GIA）」や「宣教と戦闘のためのサ
ラフィスト・グループ（the Salafist Group for Preaching and Combat: GSPC）」の活
動を率いていた過去を持ち、アルジェリアばかりでなくサヘル地域においてテ





208 UNSC website, 安保理決議 2161 の 36 項に基づきアルカイダ制裁委員会によって作成さ
れたテロリストおよびテロ組織のリストから引用。 
https://www.un.org/securitycouncil/sanctions/1267/aq_sanctions_list/summaries/individual/abdelmal









セスはその後に続く AU や国連の活動の道を開いたことは確かである。 
 
第 4 節 AU の対応 
暫定政府は 2012 年 8 月 30 日に国連に対し、政府の能力強化、治安部門改革
（Security Sector Reform: SSR）への支援、人道的支援の要請を行った209。マリ外













決議 2071 による要請に関し ECOWAS と AU は、国連専門家の助言を得て部
隊派遣に対する考え方を調和させ、その結果「マリにおける紛争解決のための戦
略コンセプト（the Strategic Concept for the Resolution of the Crisis in Mali）」をまと
め、「アフリカ主導国際マリ支援ミッション（African-led International Support 





209 United Nations (2012a), op. cit., para. 11. 
210 United Nations (2012c), S/RES/2071, UN document, 12 October 2012, para. 6. 








組みも拡大した。2012 年 12 月 20 日に安保理決議 2085 によって AFISMA 設置
が正式に承認されたのであるが、その派遣の鍵となる予算についてはアフリカ
側で用意すべきという国連の認識に変化はなかった。さらに、実際に展開される





た。この MICEMA と ASIFMA の計画は、高いリスクが伴う平和執行に対するア
フリカ側と国連側の立場の違いを浮き彫りにした。強制措置に強い意志を示す
アフリカ側に対してあくまでも慎重姿勢を崩さない国連という関係性である。










なかった。また、AFISMA 計画がまとまるまで 10 ヶ月を要し、MNLA の勢力拡
大と南進を許してしまったことは、AU の APSA が十分に機能していないことの
証左であるといえるかもしれない。この点については後述する。 
決議 2056 により AFISMA 計画が動き出したことにより、ECOWAS との協議
が物別れに終わっていたアルジェリアとの協議が再開され、国連安保理の
AFISMA 承認の条件のひとつを満たすことができた。AU は制定法第 4 条（p）
 
 
212 Weiss, T. G., and Welz, M., (2014), “The UN and the African Union in Mali and beyond: a 
shotgun wedding?”, International Affairs, Vol. 90, Issue 4, Chatham House, The Royal Institute of 




















を放置することになった。また、AU は APSA の規定どおり ECOWAS に対し改
めて ESF 派遣を承認し AU 主導部隊の中心に据える決定を下しているが、
ECOWAS が暫定政府支援や部隊派遣を検討するまで AU 側からの支援や協力は
ほとんどみられず、その間の APSA はあってなき状態であったといえる。さら
に、わざわざ AU PSC のコミュニケによって AU の優位性について改めて念を
押さなければならなかったことなど、AU と ECOWAS の首脳間で APSA におけ




第 5 節 フランスの軍事介入と国連ミッション設置 
マリの危機的状況に際し投入されたフランス軍の介入はマリ北部に関わる国
際政治のダイナミクスを大きく変質させることになった。その発端となったの
は、2013 年 1 月 8 日に北部を実効支配する武装勢力のうち AQIM の支援を受け
 
 
213 Brosig, Malte (2015), Cooperative Peacekeeping in Africa: Exploring Regime Complexity, 
Routledge, UK, p.231.  





たアンサル・ディーンと MOJWA というイスラム過激派組織が 150 台の戦闘車








可能性が著しく高まる。トラレオ大統領は 1 月 10 日、国連憲章第 51 条の集団
的自衛権に基づきフランスに対しマリ主権の保護と領土保全を要請した。こう
いった状況を予測し準備を進めていたフランスのフランソワ・オランド

















シアチブがあったことも後押しとなった。1 月 21 日には国連マリ事務所（United 




215 Hesburgh, François (2013), ‘A surprising little war: first lessons of Mali’, Survival: Glob
al Politics and Strategy, Vol. 55, Issue 2, Routledge, p.10. https://www.tandfonline.com/toc/ts















1 月中旬には AFISMA の部隊配備が開始され、約 2 ヶ月間で 6288 名が配備さ
れたが、食糧、水、燃料を供給するロジ面における不足が著しく、いくつかの部
隊は 90 日間の配備もままならなかった216。2 月には EU によるマリ EU 訓練ミ
ッション（EU Training Mission to Mali: EUTM）217が開始された。ECOWAS との
協議を十分に尽くすよう国連に指導された AU は、2 月 15 日から 20 日にバマコ
において AFISMA 合同戦略コンセプト（the Joint Strategic Concept for AFISMA）
を改訂し、さらに AFISMA 活動コンセプト（Concept of Operations： CONOPS）
を新たなに設け、変化した状況に対応すべく取り組んだ。この合同戦略コンセプ
トが 2 月下旬に行われた ECOWAS 首脳会議において承認されたことにより、
AU と ECOWAS との間で戦略的方向性にあったギャップが埋まり、それ以前の
両者の関係に比べ連携が改善されたと考えられる218。 
AU は AFISMA が UNITAF を吸収した UNOSOM I および II のように強制力を
伴ったマンデートと装備を与えられたミッションに引き継がれることを望んで
いた。AU や ECOWAS が望む平和執行の必要性は認めつつも、国連が引き継ぐ
のはあくまでも従来の PKO 指針を踏襲した平和維持活動であり、平和執行部隊





216 United Nations (2013a), S/2013/189, 26 March 2013, para. 46. 
217 EUTM は 2018 年 10 月現在で 593 名が軍事訓練ミッションを実施している。
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000018667.pdf、外務省。（アクセス日：2019 年 6 月 25 日） 














のは 2013 年 4 月ごろであった。差し迫る戦闘の危険性とテロ組織の脅威が低減
することを条件に、国連安保理は 4 月 25 日に決議 2100 において国連マリ多面
的統合安定化ミッション（UN Multidimensional Integrated Stabilization Mission in 







連は下したことになった。決議 2100 が採択されると同時に AU PSC はコミュニ
ケを発表し、国連安保理の決定に対し失望感を露わにした。AU の要望通り第 7
章に基づいたミッションの設置という運びになったのだが、その決定に至るま
でに AU と ECOWAS が求めるような形でアフリカ側の意向が反映されておら
ず、憲章 8 章に基づく協力関係がないがしろにされたと主張した221。 





219 United Nations (2009b), S/RES/1863, 16 January 2009. この決議で採択された国連ミッショ
ンは実現しなかったが、国連ソマリア政治事務所（UNPOS）の任務は拡大され、政治プロ
セス支援に加え軍・警察の訓練もマンデートに加わった。 
220 United Nations (2013), op. cit., para. 71-86. 





ャドを除けば ECOWAS 加盟国が主体となっている（表 3 参照）。AFISMA はフ
ランス軍やチャド軍と協力し、EU の軍事訓練支援を受けながら対テロ作戦を行
なっていたが、MINUSMA の下では DDR や SSR といった新たに加わった活動
表 3 主要な軍事要員提供国によるリハット状況 
軍事要員提供国 AFISMA MINUSMA 
ナイジェリア 1,186 687 
チャド 2,015 1,246 
ブルキナファソ 495 667 
ニジェール 654 657 
セネガル 501 510 
ベニン 300 305 
ガーナ 125 128 
ギニア 144 149 
トーゴ 723 939 
計 6,143 5,288 
出典：表は以下のデータをもとに筆者が作成。 
 
（MINUSMA の要員数）Mills, Claire (2013), In brief: ‘International Military 
Forces in Mali’, House of Commons Library, SN06615, 19 August 2013, p.2.  
http://www.operationspaix.net/DATA/DOCUMENT/8101~v~IIn_brief__Internatio
nal_Military_FForce_in_Mali.pdf. （アクセス日：2019 年 4 月 2 日） 
 
（AFISMA の要員数）World Peace Foundation (2017), ‘Mali Mission Brief’, 
African Politics, African Peace, p.4.  
https://sites.tufts.edu/wpf/files/2017/07/Mali-brief.pdf. （アクセス日：2019 年 4












び AFISMA が平和執行活動を進めるなか、テロ組織と距離を置き始めた MNLA、
HCUA、MAA、愛国抵抗軍の調整と運動（Coalition of Patriotic Resistance Movements 
and Fronts: CM-FPR）は、6 月 18 日にマリ暫定政府との和平プロセスを進める
「マリの大統領選挙及び包括的和平交渉に係る予備的合意（Accord préliminaire à 
l'éléction présidentielle et aux pourparlers inclusifs de paix au Mali）」に署名した。こ
の合意では，マリ政府及びトゥアレグ族武装勢力の双方が，マリ北部を含む全土
において自由で透明性のある大統領選挙を 2013 年 7 月に実施することを受け入
れること，敵対行為を停止し、停戦を遵守すること，新大統領就任の 60 日後に




投票を行った。憲法裁判所が 8 月 7 日に投票結果を公表したところ上位 2 名で
あるイブラヒム・ブバカル・ケイタ（Ibrahim Boubacar Keïta）候補とスマイラ・
シセ（Soumaïla Cissé）候補の得票率がそれぞれ 39.8 パーセント、19.7 パーセン
トと 50 パーセント未満であったため第 2 回目が 8 月 11 日に実施されることと
なった。その結果、ケイタが 77.6 パーセントを獲得し第 5 代マリ大統領が誕生
した223。 
2014 年 4 月にはマリ和平合意に向けた「マリ国民包括的対話（Inter-Malian 
Inclusive Dialogue）」が開始され、マリ政府とアザワド人民連合（the Coalition for 
the People of Azawad: CPA）、CM-FPR、MNLA、HCUA、MAA が参加した。和平
に向けた対話が進む中で各勢力が二つの連合体に収斂されていった。一つは、政
府と利害を共有する北部民兵組織が集まった「北部民兵プラットフォーム




話）、https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/page6_000118.html  （アクセス日：2019 年 4 月 3 日） 





派勢力「アザワド運動連合（Coordination of Movements of Azawad: CMA）」で








ロ組織が北部および中央部で無差別攻撃を繰り返した。また 2019 年 1 月、キダ
ルにおいて MINUSMA 部隊に対し武装勢力が攻撃を行い，部隊に所属するチャ
ド兵士 10 名が死亡し少なくとも 25 名が負傷した224。MINUSMA の任務が開始




















て、（外務報道官談話）平成 31 年 1 月 22 日、 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/page6_000254.html（アクセス日：2019 年 4 月 3 日） 





















EUTM の訓練によりマリ軍を各地に配備し、それらを AFISMA が支援するとい
うシナリオを描いていたが、それは武装勢力の過小評価を元に築かれた計画で

















な視点から捉えようとした。2013 年 6 月 14 日に発表された事務総長報告書226に
おいて「サヘル地域における国連統合戦略（UN Integrated Strategy for the Sahel）」
を策定したことを発表した。この統合戦略には 3 つの戦略的目標が示されてお







UNOWA 内に MINUSMA 連絡事務所が設けられ、そういった取り組みと
MINUSMA の活動とを連携づける取り組みもなされている。 
マリの紛争が長期化した要因の一つに ECOWAS および AU が抱える財政不足
があった。MICEMA の予算は 3300 名規模で約 4 億 4700 万ドルが見積もられて
いた。AFISMA は 8000 名規模の予算として 9 億 3000 万ドルが計上された。フ
ランス軍介入後の 2013 年 1 月末に行われたドナー会議が集めた支援は 4 億 5500
万ドルであり財政面における不足は明らかだ。他のアフリカの平和活動事例も
同様であるが、MICEMA も AFISMA も国連やパートナー国の支援なくしては成
立しないことから「アフリカの問題のアフリカによる解決」の困難さを感じざる
を得ない。フランスによるテロ掃討作戦が継続的に行われたことで、アフリカ主















226 United Nations (2013c), S/2013/354, 14 June 2013, Annex, p. 14. 

































の軍事的規模は AMIB の約 2 倍の大きさであるが、平和維持活動でありながら
軍事能力が求められる介入という点は共通している。また、財政不足により効果
的な活動が実施できなかった点も共通点であるといえよう。それに対して国連
の対応は大きく事例ごとに異なる。マリの事例はソマリアにおける AU の PSO







Mission in Somalia: UNSOM）という政治ミッションを通してソマリアの暫定連
邦政府をサポートしている。また、国連ソマリア支援事務所（UN Support Office 






点から AU と国連の紛争への関わり方をみると、3 つの事例で AU の平和活動は
ほぼ同じ対応といえるが、国連の介入は状況的リスクが決定要因となって、





































































主導 PSO の法的根拠については第 2 章において関係する条文をあげて説明した
が、AU PSC 議定書が示す「平和支援ミッション（Peace Support Mission）」とし
て言及されているものが、一般的通念上のアフリカ主導 PSO であることは序章
の語句の定義で既に触れた。議定書の第 7 条 1 項（c）で、AU PSC と AU 委員






が義務付けられている。したがって、国連憲章第 8 章第 53 条１項により国連安
保理の承認が必要であることから国連の優越性を超えるものではない。AU が
PSO の実働部隊として考えているのが、議定書の第 13 条に明記されている ASF






AU が自己資金からの拠出のはじめて決定したのは 2013 年であった。加盟国
の滞納金を取り立て 5000 万米ドルの資金提供を AFISMA に提供すると約束し
 
 
228 Williams, Paul (2010), “Lessons learned from Peace Operations in Africa”, African Security 
Brief, No.3, March 2010, p. 3.  https://africacenter.org/wp-content/uploads/2016/06/ASB03EN-





た229。AFISMA は最大規模（兵員 8000 名）で約 10 億米ドルの経費が見込まれ






こうした PSO の機能的・法規的位置付けと実態から、先に挙げた 3 件の事例
をとおして引き継ぎが起こる原因を明らかにする。準地域機構によるイニシア













② テロとの戦いなど国連 PKO の範疇を超えた問題が生じ、AU にその不
備を補う役割を期待する。 
 
















4 条（h）を中心とする法的枠組みの中に APSA は構築され、その柱のひとつで











は AU によって授権された ECOWAS 待機軍が主体的に進めた地域的な活動であ
り、AU ははじめ協力に消極的であった。また、AFISMA は期待していた国連か
らの財政支援を得られず、EU からの支援を受け約 5 ヶ月間活動した。フランス
をはじめ欧州諸国は対テロ費用として支払った支援はかなりの額となり、この
AFISMA 支援は AMISOM をはじめ他のミッションの予算を圧迫した。 
ドナー国の政治的優先課題が変われば政策も変更され、その変更が予算の増
減となって AU の PSO に直接影響を及ぼす。このような外部から援助に依存す





が AU PSC と AUC 委員長の合意による政治的意思を凌駕してしまうという状況
が常態化しており、これが国連総会等で見られる支援を求めるアフリカ側の激




230 Okeke, J. Martyns (2014), “African-led Peace Support Operations”, in Tardy, T. and Wyss, M., 




少なくとも 3 つの事例においては、AU が主体的に PSO を立案・執行したと
いう事実は見当たらず、むしろ外的な政治意志が決定要因となって PSO が実施
されている。AMIB は 99 年に開始された調停活動からマンデラ大統領の政治理
念や影響力が PSO 派遣の決定要因となっているし、AMIS はチャドと米国のイ
ニシアチブが設置の要因となっている。また、AFISMA 設置に関しては、もとも
とは ECOWAS の立案であり、その後のフランスの軍事介入によって生じたアク
ター間のダイナミクスの変化により AFISMA の配備が決定されている。 
紛争に対し主体的に地域的平和活動を行なった例は、むしろ 90 年代に
















て考察する。まず、AU の PSO の財政的な分類を通して問題の明確化を試みる。 
アンブロゼッティとエスメンジャード（Ambrosetti and Esmenjaud）は、AU の













と主張する。彼らは AU の PSO の財源を以下のように 4 つに分類した232。その




（3）アフリカ主導 PSO を国連 PKO 予算のための分担金で設置する 




（Kwame N’krumah）大統領の防衛部隊計画（projects of a Defence Force）や、シ
エラレオネの自衛部隊（African Defence Organization）がそれにあたる。そのほか
































いった国が参加し、リベリアで 8 年間（1990〜1997）、シエラレオネで 3 年間
（1997〜1999）、ギニアビサウで 2 年間（1998〜1999）にわたり派遣された。そ
の費用と部隊の大部分がナイジェリアによって負担されていたことは第 3 章で
詳しく述べた235。1999 年に ECOWAS 加盟国によって採択されたメカニズム議
定書により ECOWAS による域内紛争の包括的管理が定められた。この議定書の
採択以前の ECOWAS は紛争処理機能において極めて限定的であったため、リベ








（2）の分類において、国連 PKO ではない PSO が、二国間および多国間協力
により支援を受けるケースを考察する。例えば、EU は平和基金を持つなどアフ
リカ支援においては中心的役割を担っており、中央アフリカ、ダルフール、ソマ
リアにおける AU の PSO 予算の大部分を負担している。また、NATO は AU の





せる。実際、AMIB と AMIS についてもそういった傾向がみえる。ブルンジの事
例において、AMIB の TCC であるエチオピアはイギリスから支援を受けて派遣
 
 









EU はこの基金を通して AMIB 隊員に支払われる手当分を負担した。EU のこう
いった方針もこの傾向性を後押しした。AMIS に関しては EU の平和基金が最大
の支援元であり、2004 年から 2007 年の間に基金総額 4 億 4000 万ユーロの中か

























ルンジのンクルンジザ大統領は 2015 年に 3 選を禁じる憲法に違反し大統領に就
任し、反対派を圧力で封じ込めた。こういった圧政に対する非難をかわすため


















た。具体的には 2007 年に 3 段階で実施された「軽量支援パッケージ」、「重量支
援パッケージ」および能力支援としての「AU 国連混合部隊」である。2009 年に












（4）は他の 3 つのケースと根本的に異なる点がある。それは、AU 部隊から
国連 PKO に政治的・軍事的指揮権が法的に移行することを意味し、AUC と受入
国との間で締結されていた「地位協定（Status of Force Agreement: SOFA）」が、
また、TCC との間では「派遣に関する覚書（Memorandum of Understanding between 
 
 





the United Nations and Contributing States）」がそれぞれ国連と締結されることにな
る点である。しかし、こういった法的な措置は TCC にとってはさほど影響しな
い。AU 部隊から国連 PKO にリハットする場合であっても、現場における軍事
的指揮権は主要部隊の司令官が強い影響力をもつためである。したがって、通
常、国連事務局は主要な部隊提供国出身の高官を、国連の服務規程に従うことが
義務付けられる SRSG や総司令官（Force Commander）に選出することで命令体





第 2 の原因として、AU の PSO はアドホックに設置された緊急対応であるた
め、大陸大の安全保障システムとしての俯瞰的な指揮をとれず、そのため、運用
上、より安定した国連 PKO に引き継技を要請するという点が挙げられる。そし




改組したばかりの AU は南アフリカの牽引力を頼って AMIB を設置した。ダル
フールとマリの場合は、それぞれチャドと ECOWAS であった。AU がダルフー
ルに関与しはじめるきっかけを作ったのは、強い政治的利害関係をもつチャド
のデビ大統領であった。また、マリへの派遣を巡っては MICEMA が挫折してい
ることでも明らかであるが、AU は ECOWAS のイニシアチブに対し積極的な協
力はしてはおらず、サーバル作戦をきっかけに ECOWAS との連携するようにな





ASF の整備が未だに部分的であるということである。議定書により 2002 年に構
想が発表されたときは 2005 年 6 月に実戦配備可能な状態になる予定であった
が、間も無く 20 年目を迎える昨今においても ASF 派遣は実現していない。2013




























EU の通常予算と欧州開発基金（European Development Fund: EDF）である。EDF
は 1959 年に開発援助資金を目的として設立され、主に欧州委員会によって運用
が行われている。EU 通常予算は軍事的な要素を含む活動への支援をニース条約




237  European Parliament (2017), The budgetary tools for financing the EU external policy, 
Directorate General for internal policies, Policy Department D: Budgetary Affairs, Brussels, European 
Union, 2017, p. 36.  
The Lisbon Treaty, Article 41-2: “Operating expenditure to which the implementation of this Chapter 
gives rise shall also be charged to the Union budget, except for such expenditure arising from 
operations having military or defence implications (emphasis added) and cases where the Council 




















238 欧州連合 (2016), 『欧州連合の共通安全保障・防衛政策：The Common Security and 
Defence Policy of the European Union』、東京、駐日欧州連合代表部、2 頁。 
239 藤重博美（2012）、「「安全保障」と「開発」の交錯点としての SSR」、『平和構築
における治安部門改革』、国際書院、42 頁。 
240 European Community (2009), European Security Strategy: A Secure Europe in A Better World, 




2003 年 7 月にモザンビークで開催された AU 首脳会議において平和活動の財
政援助を目的とした基金設立を EU に要請することを決定した。その要請に応え
る形で EU は EDF を原資とする APF を設立し、これまで AU および準地域機構
の平和活動、APSAの機能強化などを支援してきた。アフリカの TCC支援は APF
を通して行われ、設立当初に 2 億 5000 万ユーロ規模の基金が準備された。現行
の加盟国間における合意（第 11 次 EDF 、2014 年から 2020 年）によると、15 億
6550 万ユーロが APF に配分されているが、この総額は、第 9 次では 3 億 4770
万ユーロ、第 10 次では 7 億 5130 万ユーロと倍増傾向にある241。この倍増傾向
にある膨大な APF 予算は EU 加盟国が負担しているわけである。 
欧州委員会は、加盟国の合意によって数年に一度定められる EDF において、
コントリビューション・キー（contribution key）と呼ばれる分担率を加盟国ごと
に設定する（図 4 参照）。そうして集められた資金が APF 予算となり欧州委員会
によって執行されるわけであるが、その分担率の上位数カ国が APF 予算の大部
分を負担している。例えば、第 11 次 EDF において、分担率の上位 6 カ国は、ド
 
 
241  European Commission (2018), African Peace Facility: Annual Report 2017 (Luxembourg: 
Publications Office of the European Union, 2018), p. 27. 
 
 
European Union (2013), “Internal Agreement between the Representatives of the Governments of the Member States of the 
European Union, meeting within the Council, on the financing of European Union aid under the multiannual financial framework 
for the period 2014 to 2020, in accordance with the ACP-EU Partnership Agreement, and on the allocation of financial assistance 
for the Overseas Countries and Territories to which Part Four of the Treaty on the Functioning of the European Union applies”, 
Official Journal of the European Union, Legislation, L210, Vol. 56, 6 August 2013, pp. 2-3. 







分担率はそれぞれ 14.67 パーセントと 17.81 パーセントであり、合わせると 32.48
パーセントとなり全体の 3 分の 1 にあたる242。イギリスとフランスの国連 PKO
分担率はそれぞれ 5.79 パーセントと 5.61 パーセント243であることを考えれば、
両国の APF に対する負担の大きさがわかる。国連 PKO は AU 主導 PSO に比べ
規模が大きいしその分費用も大きいが、両国が支払う割合を考えれば、AU の
PSO から国連 PKO への引き継ぎは費用の軽減につながる。 











ある。こういった傾向も AU の PSO を国連 PKO に引き継がせるという現象を助
長していると考えられる。 






242 European Union (2013), “Internal Agreement between the Representatives of the Governments of 
the Member States of the European Union, meeting within the Council, on the financing of European 
Union aid under the multiannual financial framework for the period 2014 to 2020, in accordance with 
the ACP-EU Partnership Agreement, and on the allocation of financial assistance for the Overseas 
Countries and Territories to which Part Four of the Treaty on the Functioning of the European Union 
applies”, Official Journal of the European Union, Legislation, L210, Vol. 56, 6 August 2013, pp. 2-3.  
243 2019 年度の国連 PKO 予算分担率。外務省ウェブサイトを参照。 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jp_un/pko_yosan.html. （アクセス日：2019 年 7 月 30 日） 
244 Mattelaer, A. and Marijnen, E. (2014), “EU Peacekeeping in Africa: Towards an Indirect 
Approach”, in Thierry Tardy and Marco Wyss (eds.), Peacekeeping in Africa: The Evolving Security 
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that should guide it, Africa Portal, 2 April 2019, https://www.africaportal.org/features/african-
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第 3 節 本質的な原因としての「平和活動の政治化」 




























































247 武内（2009）、前掲、55 頁。 









































も安定的な歳入とはいえない。加盟国は GDP によって 3 つの階層に分けられ、
第 1 階層の 5 カ国が分担金総額の 75 パーセントを占めている。その 5 カ国は現
在、アルジェリア、ナイジェリア、南アフリカ、エジプト、モロッコである。「ア
ラブの春」の際、エジプトと当時この階層であったリビアが第 1 階層から抜け、
歳入の大幅減少を招いたこともあった。第 2・第 3 階層の加盟国の中には分担金









成果、管理能力不足等が指摘されている。2012 年に AU 委員長に就任したヌコ
サザナ・クラリス・ドラミニ＝ズマ（Nkosazana Clarice Dlamini-Zuma）は AU の
会計管理能力不足や年々高まる財政依存を改善するため包括的な会計管理向上
にむけた取り組みをはじめた 249。2013 年 1 月に AU は国際公会計基準
（International Public Sector Accounting Standards: IPSAS）の採用を決定し、5 月に
はプログラム予算の会計監査とニーズアセスメントの採用勧告がなされた。
2014 年 1 月には、AU 財務規則の修正案が総会で承認され、すべての部局は会
計報告書の提出を義務付けられるようになった250。また、OAU 創設 50 周年を記
念した「AU ハンドブック 2013」を発刊し、その中で年度予算の詳細や加盟国の
分担率を公表しはじめた。AU 委員会は 2018 年 7 月に 2014 年度以降に作成され
た外部監査報告書を公開し透明性の向上といった点においても注意を払ってい
る。 
こうした改革への流れは 2015 年に大きな進展をみせた。同年 1 月の総会にお
いて、2020 年までに通常予算全額、プログラム予算の 75 パーセント、PSO に代
 
 
249 Pharatlhatlhe, K. and Vanheukelom, J. (2019), “Financing the African Union on mindsets and 
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Africa (PEDRO), European Centre for Development Policy Management (ECDPM), February 2019, 
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250 Engel, Ulf., (2015), “The African Union Finances: How does it work?”, Working Paper Series of 










2016 年 1 月に AU の最大の支援者である EU が AMISOM に対する支援を大幅
に変更したことにより AU は混乱に陥った。EU 加盟国は、サヘル地域での対テ
ロ作戦や急増する移民への対応に多くの予算を割く一方で、AU が主導する PSO
の効果に疑問を呈する意見があり、多額の資金を投じている AMISOM の早期撤
退を目指す方向に舵を切っていた。具体的には、1 ヶ月間の AMISOM 隊員一人
当たり 1028 米ドルであった手当に対し 822 米ドルの上限を設ける決定を下し
た。この約 20 パーセントの手当削減によって確保された資金を AMISOM の特
定の部門強化とソマリア治安部門改革に当てることを 2017 年より 6 ヶ月間の予
定で開始し、すでに 10 年間以上にわたって支援されてきた AMISOM の出口戦
略とすることを EU が決定したのである253。 
AMISOM が設置された 2007 年当時、部隊に参加する兵員への手当ては月 500
米ドルであったが、2009 年 1 月には月 750 米ドルに増額された。しかし、AU は
手当を国連 PKO 部隊に準ずる金額に増額すべきであると訴え、2009 年 7 月に
EU はその要求を受け入れ同額の 1028 米ドルに増やすことに同意した。EU の
APF より AMISOM に支払われた総額は 10 億ユーロを超えていた。2014 年 7 月
1 日付で国連 PKO 部隊の手当が月 1322 米ドルに増額され、2017 年を目指し 1410
米ドルまで引き上げられることになった。AU 部隊の手当増額に関する議論も再
び起こった。国連の増額に合わせるとすると、EU の負担は 30〜40 パーセント
増加し約 3200 万ユーロ／月の支援を意味していた。EU は増額には同意せず、
代わりに 822 米ドルの上限を設けたのである。 
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揮する米・イギリス・トルコの軍事専門家の能力不足を非難した。2016 年 10 月
に AMISOM と共に活動していたエチオピア軍から 2000 名の兵員が帰国してい
たこともあり、EU の決定に従わざるをえない AU はこれ以上の減少を避けるた
めに思いきった改革を迫られたのであった254。 
第 2 に、2016 年 12 月にブルンジのンクルンジザ大統領は AMISOM に参加し
ている自国の部隊に対する手当が 11 ヶ月にわたって未払いであるとし、2017 年
1 月までに支払いが行われない場合は 5000 名のブルンジ部隊を即時撤退させる
と訴えた。また、支払いを行わない AU に対し法的処置をとるといった構えをみ
せた。しかし、この未払いはンクルンジザ大統領が憲法に違反する 3 選を果た
したことでブルンジが EU の制裁対象に定められたためだったのだが、AU はそ
ういった問題と平和活動に従事する部隊の手当に関する事柄は区別して議論さ
れるべきとし EU の決定を批判した。 
第 3 に、AU は、EU によって手当金額の上限が設定されたことにより、TCC
が要求する手当との間にできた差額を埋める必要に迫られる状況に追い込まれ
たのである。ブルンジのケースを除いて、AMISOM の TCC 内からは兵員に対す
る手当の度重なる遅配について苦情が出ており、そういった不満からソマリア
撤退を切り札に AU に圧力をかけたと考えられる。そう行ったタイミングで EU
が手当に上限を設定したことにより、非難の矛先が AU から EU に向けられた。
しかし、実際のところ TCC が受領すべき手当の遅配は AU の財務処理能力の不
足が原因と考えられる。毎年、EU と AU の間で多額の送金が行われているが、
その手続きは膨大な業務量を生み出していた。決められた期日に AU が資金を
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の作成に取り組んだ。AU は 2016 年 1 月の総会において、アフリカ開発銀行の











して、第三国からの輸入における CIF（cost, insurance and freight）価格に対し 0.5
パーセントの関税を導入することにより年間 6 億米ドルの税収が見込めると試
算している。6 億米ドルは当時の AU 予算の約 10 倍にあたるとし、AU の健全な
運営と様々な事業に対する資金として十分であるとされたが結局実施されるこ
とはなかった。また、2014 年にはオバサンジョ大統領が座長を努めたパネルに







品目の CIF 価格に対し 0.2 パーセントの追加関税の徴収を行うことを提案した。
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この 0.2 パーセント関税の提案は 2016 年 7 月に総会において採択された258。こ
の関税を含む AU 予算に関する改革は大きな変化をもたらした。それまで、2013
年の AFISMA 設置の際には、配備にかかる経費は予算に組み込まれておらず、
あくまでも援助ありきのアドホックな PSO であったのに対し、AMISOM には約
5 億 7700 万米ドルが 2017 年度予算に計上されている。25 パーセントを自己負
担することになった安全保障予算に関しては、この取り組みによる税収により
2017 年度として AU 平和基金に 3 億 2500 万米ドルの割り当と 2020 年には 4 億
米ドルの割り当てが予想された259。 
AU 平和基金の用途はテーマ別に 3 つの分野に分けられ明確化された。基金の
支援対象となる 3 つの分野とは、仲裁と予防外交、制度上の対応能力、PSO で
あり、そのために公正なガバナンス体制構築と独立性の高い基金管理団体の設
立も行われることが決まった260。また、同総会において、この 0.2 パーセントの




の低い予算消化率を改善すべく 2018 年度予算の 12 パーセント削減も行った。
安全保障予算 25 パーセント負担を達成するため、この 0.2 パーセント追加関税
を含む自助努力に向けた決議は「キガリ（財務）決議（the Kigali Financing Decision/ 
the Kigali Decision）」と呼ばれ、2019 年 9 月現在で 55 カ国中 25 カ国がそれぞれ
の国内で法制化に取り組んだ。この 25 カ国中 16 カ国において課税が開始され
おり、2017 年に設定された目標は 3 億 2500 万米ドルで、2020 年まで 4 億米ド
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大で実行されれば、AU にとって最も大きな弱点を克服し、持続可能な PSO の
実施に大きく資する歴史的な決議となるだろう。 
 
第 5 節 自立的成長の重要性 
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AU の APSA を有効に機能させるためには、自立的成長を促進する支援が今後も






















































リアへの部隊派遣は 2 度にわたり、時系列で見るとシエラレオネへの派遣は 90
年代の ECOMOG 派遣と 2000 年代の ECOMIL 派遣に挟まれる形で行われてい
る。アフリカ側と国連安保理のやり取りを分析すると、1 度目のリベリア派遣と
シエラレオネ派遣は 90 年代に開始されているが、2 度目のリベリア派遣は 2003
年から実施されており、アフリカ側の姿勢に明らかな変化が認められる。その変
化を端的に表すと、国連を基盤とした安全保障体制を意識した活動であったか



















「国際社会からの資源獲得」という PCPS の特徴が、2000 年代に入って部隊派
遣に付随して発生する利益をめぐり国連・欧米先進国とアフリカという構図を























ることへの根本的な矛盾に対し AU は目を背け続けたのである。 
AU の財政面における依存性を助長し長期化させた原因は支援する側と受け
る側の関係性の中にある。支援する側は、いわゆる「PKO 疲れ」と呼ばれる大
国や先進国の国連 PKO に対する消極姿勢を示していた。アフリカの地で PKO
に参加した自国の部隊に多くの犠牲者が出たにもかかわらず、ホスト国の政情
不安定が一向に改善されないことが国内での支持低下を招いたのである。部隊
派遣の機会が増えた AU は兵員手当ての増額を要求し、短期間で国連 PKO の兵
員手当とほぼ同額に増加している。本稿第 7 章で示した例では、AMISOM が設
置された 2007 年当時、部隊に参加する兵員への手当ては月 500 米ドルであった







第 2 部の 4 章から 6 章では、ブルンジ 、スーダン・ダルフール、マリの引き
継ぎ事例をとおして国連と AU の間でどのような交渉が続けられたのかを明ら
かにし、7 章において AU の PSO がなぜ国連に引き継がれるのかという本稿の
中心的な問に取り組んだ。まず、引き継ぎの原因として 2 点を示し、それを容認



































































2016 年 1 月に EU が AMISOM に対する支援を大幅に削減したことは、「援
助ありきの PSO」を実施してきた AU を揺るがした。この支援削減を発端とし
て AU がはじめた安全保障費を一部自己負担するという取り組みの価値は計り
知れない。AU は 2016 年の財政危機を転機とし、長年目をそらしてきた根源的
な問題に着手しはじめたのである。この試みは道半ばであり、今後も超えなけ
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